
動き出す、未来へのまちづくり
地域の知恵と力と資源が、まちをもっと強くする
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環境モデル都市

世界の先例となる「低炭素社会」への展開を進め、国際社会を先導していくことを目指し、
「都市と暮らしの発展プラン」（平成20年１月29日地域活性化統合本部会合了承）において、
「環境モデル都市」選定の取組が位置付けられました。

平成20年４月11日から５月21日までの期間で環境モデル都市の募集を行い、全国82件（89団
体）の中から、「地球温暖化に関する懇談会」の下に設けられた「環境モデル都市�低炭素社会
づくり分科会」委員による評価を頂き、５つの選定基準（・大幅な削減目標、・先導生�モデル
性、・地域適応性、・実現可能性、・持続可能性）を満たすものとして、平成20年７月22日に環
境モデル都市として６都市（横浜市、北九州市、帯広市、富山市、下川町、水俣市）が、環境モ
デル候補都市（いくつかの基準で課題があるものの具体的実施計画(アクションプラン)策定過程
で解決し、基準を満たし得る団体）として７都市（京都市、堺市、飯田市、豊田市、檮原町、宮
古島市、千代田区）が、それぞれ選定されました。環境モデル候補都市については、アクション
プランの検討状況を踏まえ、平成21年１月23日付けで環境モデル都市への追加選定を行いました。

次の項から、各都市の概要及び低炭素社会づくりに向けた取組を紹介します。

「低炭素社会」と言われても、イメージが湧かない…！
そんな声に応え、目指す社会の姿を具体的に分かりやすく

示すのが、「環境モデル都市」です。
高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市を

国が選定し、その実現を支援しています。



市区町名
（都道府県名）

取 組 概 要
市区町名

（都道府県名）
取 組 概 要

下 川 町
（北海道）

北の森林共生低炭素モデル社会・下川
・育ちの早いヤナギで炭素固定、燃料に活用
・森林バイオマスを活用した地域熱供給施設導入

京 都 市
（京都府）

人が主役の魅力あるまちづくり、 「地域力」を活かした
低炭素化活動
・四条通の歩道拡幅と公共交通優先化等
・京町家の知恵と現代的な技術を融合した「平成の京町家」
の普及促進

・地域ぐるみの力を活かした「エコ学区」事業

帯 広 市
（北海道）

田園環境モデル都市・おびひろ
・市民から回収した廃食用油からのＢＤＦ精製
・エコフィード等による家畜飼料自給率の向上
・不耕起栽培

堺 市
（大阪府）

「快適な暮らし」と「まちの賑い」が持続する低炭素都市
・堺太陽光発電所（10MW）、まちなかソーラー発電所
・堺ｴｺﾛｼﾞｰ大学の運営・晴美台エコモデルタウンの創出
・地場産業である自転車を活かしたコミュニティサイクル

千代田区
（東京都）

省エネ型都市づくり、エネルギー効率向上
・中小ビル省エネ化
・地域冷暖房施設の高度化、生グリーン電力の導入

檮 原 町
（高知県）

木質バイオマス地域循環モデル事業
・木質ペレット生産等による循環型森林経営
・風力発電を2050年度までに40基設置

横 浜 市
（神奈川県）

横浜スマートシティプロジェクトの展開
・地域エネルギーマネジメントシステムの導入
・ＥＶの大量導入、充放電ＥＶを用いたエネルギー
マネジメントシステムの導入

北九州市
（福岡県）

アジアの環境フロンティア都市・北九州市
・賢くエネルギーを使いこなす次世代のまちづくり
「スマートコミュニティ」

・「低炭素」「自然共生」「資源循環」の３要素が揃った
環境拠点

・低炭素社会づくりのアジア地域への移転

富 山 市
（富山市）

富山市コンパクトシティ戦略によるCO2削減計画
・路面電車ネットワーク
・公共交通沿線への住み替え誘導

水 俣 市
（熊本県）

環境と経済の調和した持続可能な小規模自治体モデルの提案
・市民協働による環境のまちづくり
・ごみの24分別、高品質リサイクル
・竹等のバイオ燃料化

飯 田 市
（長野県）

市民参加による自然エネルギー導入、低炭素街づくり
・公民協働による太陽光市民共同発電の推進
・地域内エネルギーグリッドの推進

宮古島市
（沖縄県）

島嶼型低炭素社会システム・「エコアイランド宮古島」
・宮古島市島嶼型スマートコミュニティ実証事業
・サトウキビ等による自給自足のエネルギー供給
・太陽と市民のエネルギーを活用したエコアクション

豊 田 市
（愛知県）

次世代エネルギーとモビリティを活用した低炭素まち
づくり
・生活者の行動動線に沿ったｴﾈﾙｷﾞｰ・交通の最適化
・低炭素なまちや暮らしを体験できる「低炭素社会モデ
ル地区」

環境モデル都市位置図

環境モデル都市の取組概要

下川町（北海道）

帯広市（北海道）

千代田区（東京都）

横浜市（神奈川県）

飯田市（長野県）

豊田市（愛知県）

檮原町（高知県）

宮古島市（沖縄県）

富山市（富山県）

京都市（京都府）

堺市（大阪府）

北九州市（福岡県）

水俣市（熊本県）
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下川町
●北海道北部に位置する人口
約3,700人の町

●「木の成長量以上を伐採しない」
「木を伐ったら植える」を基本
とした循環型森林経営を実践

●FSC森林認証や森林バイオマス
エネルギー導入、カーボン�
オフセットなどを率先して実施

アクションプランの概要

●プラン名
下川町環境モデル都市行動計画
（次世代型「北の森林共生低炭素モデル

社会」創造プロジェクト）

●温室効果ガス削減目標（1990年比）
2050年に吸収（固定）量を4.5倍に、

排出削減量を66％削減

次世代型「北の森林共生型低炭素モデル社会」創造を目指して

〈森林環境教育〉 〈エコハウス〉 〈資源作物栽培〉

下川町は、町の面積（644.2km2）の約90％が森林で
あることから、森林を「町の経済基盤」とすべく、長年
にわたり森林整備を行ってきました。昭和28年、国有林
約1,221haの取得を契機に、町有林を拡大。

現在では、約4,500ha（人工林3,000ha、天然林1,500
ha）の町有林を所有し、毎年50ha×60年伐期とする
「循環型森林経営」を構築しています。

循環型森林経営を基盤に、道内初となるFSC森林認証
取得、公共施設への木質バイオマスボイラーの導入など
森林バイオマスの総合的利活用に向けた様々な取組が
展開されています。

森林によるCO2の吸収は、京都議定書においても、国内
における温室効果ガス排出削減量1990年対比６％のうち、
3.8％が認められており、森林が持つ新たな価値が注目
されています。

これまで長年にわたり行ってきた適正な森林整備を継
続することで、森林が持つCO2吸収量をさらに増加させる
とともに、バイオマス資源を有効に活用することで化石
燃料から脱却を図り、地球温暖化防止対策を地域の活性
化に結びつけ、持続可能な地域社会の構築を目指します。

町有林

ペレットストーブ

(用材搬出)

下川町森林
バイオマス研究所

ペレット
ブリケット

チップ

(残材搬出)

木質バイオマスボイラ

下川町

建設発生木材

燃料販売店

有用物質の抽出

機能性材料の開発

バイオマス戦略構築 木質燃料利用

製材・集成材工場

造材業

マイバッグ運動

河川流木

早生樹（ヤナギ）5,000ha

移動式チッパ

吸収
排出

ＣＯ２の吸収・固定

カーボンオフセット

カーボンオフセット

森林療法

林業体験

環境モデル都市
━ 次世代型「北の森林共生低炭素モデル社会」創造プロジェクト━

五味温泉

幼児センター

ペレット

住宅資材等

工場端材

ＢＤＦ

チップブリケット

循環型森林経営
　50ha×60年伐採サイクル確立

電気

蒸気

温水

融雪暖房・給湯

道路・歩道

一般家庭・事業所

一般家庭・事業所

ゼロカーボン住宅

ペレット等製造プラント

エネルギー供給センター

バイオ関連工場

地域熱供給システム

ＣＯ２コンテスト

FSCの森づくり

林地残材

森林環境教育

エタノールプラント

建設業等

エタノール

福祉施設等

企業活動
都市活動

【 郊 外 】

下川町

ＣＯ２

ＣＯ２

廃食油

資源作物栽培

環境モデル都市
～次世代型「北の森林共生低炭素モデル社会」創造プロジェクト～



北九州市長
北橋 健治
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循環型森林経営

〈役場周辺地域熱供給システム〉

下川町では、昭和28年「国有林野整備臨時措置法」の
制定により、1,221haの国有林を取得しました。

この国有林取得を契機に、毎年40～50haを植え、不足
する都市は、国有林と分収林契約を交わし、木を植え続け
てきました。

現在は、4,470haの町有林を有し、森林を継続的に整備
しながら資源を循環させ、同時に雇用の場の確保と林産物
の供給を継続させるという持続可能な森林経営を構築して
います。

また、環境に配慮した適切な森林管理を推進するため、
環境�社会�経済のバランスに配慮した森林づくりの世界
基準であるFSC（Forest Stewardship Council)森林認証を
平成15年に取得しています。

森林バイオマスエネルギー

カーボン・オフセット

（FSC森林認証林：町有林〉

〈基本協定〉

積雪寒冷地である北海道では、暖房に使用する化石燃料
に依存する傾向が強いことなどから、 CO2排出量が多く、
民生（家庭）部門におけるCO2の排出割合は、全国と比べ
て高い数値となっています。

そうした中で、大幅なCO2を削減するため、地球温暖化
対策として効果のある木質燃料による木質ボイラーを積極
的に導入するととともに木質原料供給のため、木質原料製
造施設を設置しました。

現在、公共の温泉「五味温泉」、幼児センター、育苗施
設、役場周辺公共施設、高齢者複合施設、町営住宅に木質
ボイラーを導入し、公共施設の暖房の約42％を森林バイオ
マスエネルギーで賄う計画となっています。

下川町、足寄町、滝上町、美幌町の４町で構成する「森
林バイオマス吸収量活用推進協議会」を平成20年に設立し、
J-VER（オフセット�クレジット）制度のもと、森林吸収
量、森林バイオマス活用によるCO2排出削減量を認証�ク
レジット化し、11社�団体の環境先進企業等と協働で森林
整備を進めています。特徴としては、一過性の売買関係で
はなく、長期にわたって共に地域の活性化を続けていくた
め、パートナーズ協定を締結し、森林づくりを応援すると
いう趣旨で、必要な資金を提供して頂く返りに「オフセッ
ト�クレジット」を受け取るものです。

平成23年10月に法定協議会に移行し、更なるパートナー
ズ企業を募集しています。

〈more trees〉

〈日本野球機構〉 〈㈱JCB〉

循環型森林経営
（伐採→植林→
育林→繰返す）

総合福祉
センター

公民館

役場

消防

地域熱供給施設
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帯広市
●北海道の道東地方に位置する
人口約17万人の地方中核都市

●基幹産業である農業は、
約1,100%の自給率を誇り、
日本の食料自給を支える
食料基地として機能

アクションプランの概要

●プラン名
帯広市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2000年比）
2030年まで 30％以上削減
2050年まで 50％以上削減

飼料自給率の向上

〈エコフィードTMRセンター〉

〈ビートトップ〉

配合飼料の輸入品なども利用されている、家畜飼養用の
飼料に関して、地元農産物であるニンジンやナガイモ等の
洗浄�選果残渣といった未利用バイオマスを有効活用し、
これらを牧草と混合し、エコフィードのTMRセンターにお
いて利用する事で、温室効果ガスの排出量削減を図ってい
る。

平成22年度におけるエコフィード利用量は、2,499tと
なっており、削減効果は、7,602t-CO2である。

また、収穫時にタッピングされ、収穫後に畑に鋤きこま
れているビートトップ（ビートの葉茎及び頭頂部分）の有
効活用を目指し、ビートトップの家畜飼料化に向けた実証
試験を、帯広畜産大学を中心とした地域協議会において取
組んでいる。

ビートトップは含水率が高く、腐り易いが、生菌材を混
合する事により、保存性や栄養価を高める効果も見られて
おり、コスト面等のクリアすべき課題もまだ多いが、未利
用バイオマスの大規模な活用が見込める事から、今後も取
組を継続していく。

〈ニンジン・ナガイモ残渣〉

＋



北九州市長
北橋 健治
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不（省）耕起栽培の普及

〈不（省）耕起栽培の概念図〉

現在、一連の農作業として捉えられている、トラクター
による作付け前のプラウによる耕起作業について、省力化
を図る事により、作業機械の燃料消費削減を図るとともに、
土壌中への炭素貯留効果を促進するものである。

現在、飼料用作物であるデントコーン（トウモロコシの
一種）栽培で取組が行われており、平成22年度の作付面積
は88ha、CO2の土壌貯留効果は289t-CO2となっている。

将来的には、デントコーン以外の小麦、豆類といった作
物にも取組を拡げていく。

チャレンジ２５地域づくり事業（実証事業）

おびひろＢＤＦプロジェクト

〈ドリームタウン白樺〉

様々な業種の店舗等が集積する一団の商業街区において、
地域特性を最大限活かした、効果的な各種の省エネルギー
対策を実施する事により、「こうすれば25％削減できる」
という削減イメージを示し、効果を実証していくもの。

環境省からの実証委託事業であり、複合型のショッピン
グモールであるドリームタウン白樺内にある医療施設、介
護支援施設、高齢者保健施設、遊技施設、スーパーマー
ケット、共用駐車場といった施設に、近傍の温泉施設、更
には道路照明灯を併せて、面的に省エネ改修工事を実施。

高効率照明、地中熱ヒートポンプ、業務用エコキュート、
太陽熱給湯システム、BEMS、ポンプインバータ制御、排湯
熱ヒートポンプ、氷冷房といった省エネ手法の導入により、
平成22年度については、389t-CO2を削減している。

ごみの減量化とバイオマスの有効活用、ならびに市民の
環境意識の高揚を目指して、一般家庭から排出される廃食
用油を回収してBDFに精製、利用していく「家庭用廃食用
油の再生利用モデル事業」を平成20年度より実施している。

帯広市と精製事業者、ならびに回収拠点となるスーパー
等が協定を締結し、市民を含め、相互に連携を図りながら、
それぞれの役割において取組んでいる。

平成22年度における廃てんぷら油の回収量は、家庭系で
83,919L、産業系で105,054Lであり、塵芥車、道路�清掃
パトロール車等の公用車両をはじめ、民間バスやスーパー
配送車などに利用されている。削減効果は、487t-CO2と
なっている。

〈デントコーン畑〉 〈デントコーン粒〉

〈BEMS監視用PC〉
〈地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ〉

〈ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御盤〉

〈業務用ｴｺｷｭｰﾄ〉〈排湯熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ〉

〈氷冷房コンテナ〉

〈各種高効率照明〉

〈太陽熱集熱器〉

〈廃てんぷら油〉

〈BDF製造施設〉

〈BDF利用車両〉
〈回収拠点〉
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千代田区

●日本の首都東京の中心に位置
する人口約4.8万人の特別区

●わが国の政治�経済の中心地
であり、高度な業務機能が
集積

●皇居を中心とする水と緑に
囲まれた豊かな自然環境を
擁している都市

アクションプランの概要

●プラン名
千代田区環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（1990年比）
2020年に千代田区全域で 25％削減

地球温暖化対策 大都市実行モデルの提示

〈風の道〉 〈電気自動車〉 〈環境ｾﾐﾅｰ〉

千代田区は、高度な都市機能の集積と活発な民間開発により、
今後も建物の延床面積が増加していくなかで、2020年までにCO2
排出量25％削減（90年比）を目標に下記の３つの取組を先駆的
に展開し、「経済と環境の調和」を図ります。
１．高水準な建物のエネルギー対策

中小規模の建物の新築や増改築に際し、環境計画書の提出を
求め、建物のエネルギー対策を図ります。また、区内に約10,000

棟ある既築建物に対し、「グリーンストップ作戦」と称するエ
リア�街区を対象にした面的な省エネ対策を展開します。
２．まちづくりの機会と場を活かした面的対策

地域関係者との合意の上、再開発予定の地域などを「温暖化
対策促進地域」に指定して中長期的な温暖化対策を支援します。
また、地域冷暖房や地域交通対策のほか、東京湾と皇居を結ぶ
風の道を創出し、ヒートアイランド対策を図ります。
３．地域連携による「まちづくり」「ひとづくり」

区内の事業所などに再生可能エネルギーの利用を働きかける
とともに、地方都市との地域間連携プロジェクトとして風力発
電などによる「生グリーン電力」の供給を推進します。また、
区独自の環境マネジメントシステムである「千代田エコシステ
ム（CES）」を活用し、環境配慮行動の普及と環境教育等による
人材育成を行います。

〈千代田区のめざす都市のイメージ〉
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グリーンストック作戦（既存建物の省エネルギー化）

〈グリーンストック作戦〉

高水準な建物の省エネルギー対策の一環として、千代田
区では新築建物�既築建物それぞれに施策を講じています。
特に、区内10,000棟以上におよぶ既築建物の省エネルギー
化を推し進める施策である「グリーンストック作戦」は、
エリア単位で建物の省エネルギー化を進める日本初の試み
です。

膨大な数の既築建物を対象とするため、建物単体への取
組だけでなく、商店街や町会など街区単位での取組を推進
します。この推進地区を「モデル地区」として選定し、現
況調査や省エネ診断、省エネ化への対策メニューなどの提
案を行い、省エネ診断の実施から省エネの設備改修�運用
改善へつなげていきます。

この地道な取組を重ねていき、地域との連携を図りなが
ら、区内全域に省エネ化を展開していきます。

地域冷暖房による低炭素化対策

温暖化配慮行動計画書制度

まちづくりの機会と場を活かした面的対策として、地域
冷暖房による低炭素化対策を推進します。

千代田区内の地域冷暖房の供給面積は148.7ha（皇居を
除いた区面積の約16％相当）に達しています。

地域冷暖房を導入することにより、個別熱源方式と比べ、
一次エネルギー使用量を12～16％削減でき、また、一括熱
源設備で、SOx、NOxやCO2の削減に寄与し、ヒートアイラ
ンド現象の緩和に貢献します。

低炭素化対策として、プラントの新設�更新による高効
率化や、熱供給エリアの拡大、供給エリア内外の導管ネッ
トワークによる熱融通の拡大による効率化を推進します。
また、清掃工場排熱等の未利用エネルギーの活用�検討も
行い、ハード�ソフト両面における需要家（建物側）の省
エネ対策との連携強化を進めていきます。

業務機能が集中している千代田区では、建物や設備など
ハード面での省エネによる温暖化対策ばかりでなく、温暖
化配慮行動をする「人づくり」としてソフト面での対策が
求められます。そこで平成23年度に「温暖化配慮行動計画
書制度」を創設しました。

具体的には、区内の事業所が、従業員などに対して取り
組んでいる環境教育や環境活動、地域貢献などの温暖化配
慮行動について、その実施状況や取組計画を千代田区へ報
告していただきます。

提出された計画書は、区のホームページなどで公表し、
その中から、優良な取組を行っている事業者を表彰するこ
とにより、温暖化配慮行動の促進や優良な取組の普及を図
ります。

〈千代田区内の地域冷暖房熱供給地区〉

〈温暖化配慮行動計画書制度〉

〈丸の内２丁目パークビル〉〈丸の内１丁目オアゾ〉



● 九州最北端に位置する人口約97.5万人の政令指定都市
● 四大工業地域の一つとして、日本の近代化�高度成長を牽引
● 産業の発展により深刻な公害が発生するも、市民�企業�

行政が一体となった取組により、公害を克服
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横浜市

横浜スマートシティプロジェクト（ＹＳＣＰ）

横浜スマートシティプロジェクトでは、 CO2の大幅な削
減と再生可能エネルギーの飛躍的導入に向けて、スマート
コミュニティによる新しい都市づくりを目指す横浜市と民
間企業の連携による実証プロジェクト（計画期間：平成22
～26年度）で、平成22年４月に経済産業省の「次世代エネ
ルギー�社会システム実証地域」として、採択されていま
す。

横浜スマートシティプロジェクトは、370万人の市民が
暮らす横浜市の規模や、みなとみらい21などの中心市街地
や日本有数の港湾地域、郊外には港北ニュータウン等の大
規模開発地や緑�水豊かな住宅地などが展開する多様な地
勢を活用し、市民が実際に暮らす既成市街地へのシステム
を適用することにより、都市のニーズ�インフラ整備状況
に応じたサービスパッケージの形成�普及を目指していま
す。

●東京23区に次いで日本で
第２位の人口�約370万人

●地球温暖化対策、下水処理、
ごみの減量�リサイクル、
みどり�生物多様性の保全
など様々な環境分野におい
て、企業�研究機関等との
連携による「技術力」や
370万人の「市民力」を結集
し、先駆的な取組を推進

横浜市

アクションプランの概要

●プラン名
横浜市地球温暖化対策実行計画

●温室効果ガス削減目標（1990年比）
2020年に横浜市域で25％削減
2050年に横浜市域で80％削減

〈ＹＳＣＰが目指す将来像〉



10

ヨコハマ モビリティ プロジェクト ゼロ（ＹＭＰＺ）

横浜グリーンバレー構想

都市・農山村連携事業

横浜グリーンバレー構想とは、横浜臨海部をモデルと
して、市民の皆様と協働しながら「環境」を切り口とし
た産業の育成と環境教育の充実に取り組み、温室効果ガ
スの削減と経済活性化を飛躍的に進める構想です。

横浜市の中でも、住宅団地�産業団地�公共施設や
緑�海などの“横浜”の全ての要素がコンパクトに集
まっている「金沢区」から取組に着手します。これまで、
家庭や事業所におけるエネルギーモニタリング、事業者
における電気自動車のシェアリング、環境啓発イベント
等の取組を行っています。

将来的には、本構想にて実践した取組を全市的に展開
することで、横浜市が日本の低炭素型環境モデル都市と
して名実ともに認知されることを目指します。

横浜市がコーディネーターを務める低炭素都市推進
協議会グリーン�エコノミーＷＧでは、農山村地域が
持つ森林資源と都市部が持つ人的資源、技術をうまく
組み合わせ、県境を越えた事業展開や交流人口拡大に
よる地域活性化と温暖化対策に取り組んでいます。

今年度は、その中の１つであるカーボン�オフセッ
ト事業では、熊本県小国町�（株）横浜フリエスポー
ツクラブ（横浜ＦＣ）との連携において、横浜ＦＣの
試合に係るCO2排出量を小国町の森林整備により行って
います。

また、北海道下川町�戸塚区川上地区連合町内会と
の連携では、川上地区のイベントの一部におけるCO2排
出量を下川町の森林整備によりカーボン�オフセット
を行い、環境活動だけの視点に留まらず、防災や教育
なども含めた友好協定に発展しています。

横浜市と日産自動車株式会社は、低炭素型次世代交通
の実現に向けて、電気自動車の普及やエコ運転の促進を
はじめとした総合的な自動車交通施策に関する５か年間
（平成21～25年度）のプロジェクトを協働で進めていま
す。

今年度は、国土交通省から環境対応車を活用したまち
づくりに関する実証実験地域に横浜市が選定され、“ヨ
コハマ モビリティ プロジェクト ゼロ”の一環として
国内発となる「二人乗り超小型電動車両」による実証実
験に取り組んでいます。実証フィールドを中区山手�元
町地区に置き、地理的特徴を最大限活かし、地域活性化
やCO2排出ゼロの効率的なモビリティの有効性を実証しま
す。

〈下川町との友好協定書〉

〈エネルギーモニタリング〉
〈電気自動車シェアリング／環境啓発イベント〉

〈実証実験車両・実証風景〉
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富山市
●富山県の中央に位置し、海抜

0ｍから3,000ｍ級の山々まで
多様な地形を有する人口約42
万人の中核都市

●平坦な地形と高い戸建志向等
を背景とした県庁所在都市の
中で最も低密度な都市

●高まる自動車への依存と公共
交通の衰退

アクションプランの概要

●プラン名
富山市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2005年比）
2030年に30％削減
2050年に50％削減

ＬＲＴネットワークの形成

〈ＬＲＴネットワークの将来像〉

〈異なる交通モードとの連結〉

「公共交通を軸としたコンパクトなまちづくり」を推
進するため、富山港線のLRT化や市内電車環状線化を実
施し、加えて路面電車の南北接続、市内電車の富山地
方鉄道上滝線への乗り入れを計画するなど、LRTネット
ワークの形成に向けた取組を実施。

これにより、「歩いて暮らせるまち」を実現するこ
とで都市運営コストを軽減し、持続可能な集約型都市
構造を構築するとともに、過度に自動車に依存したラ
イフスタイルからの転換を図ることで温室効果ガスの
排出削減を推進する。

特に富山港線のLRT化により、利用者数が大幅に増加
（2.6倍）するとともに、沿線における住宅の新規着工
件数の増加（1.6倍）や沿線における観光施設などの入
館者数の増加（3.5倍）、高齢者の新たな外出機会の創
出など、多面的な地域活性効果が表れている。

温室効果ガス削減効果としては、自動車利用からの
転換により、富山港線のLRT化では約74t/年、LRTネッ
トワーク全体では将来的には少なくとも約131t/年が見
込まれる。 〈高齢者利用が大幅に増加〉



北九州市長
北橋 健治
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中心市街地や公共交通沿線への機能集積の推進

コンパクトシティの実現に向け、低密度な市街地から集
約型の都市構造へ改編するため、中心市街地と公共交通沿
線への居住の誘導を図っている。

全ての鉄軌道と利便性が一定水準以上のバスを公共交通
軸として位置づけ、公共交通軸の沿線に「公共交通沿線居
住推進地区」を設定（駅から500ｍ、バス停から300ｍを対
象）。

当該地区と中心市街地地区における戸建住宅と分譲マン
ションの取得、及び共同住宅の建設に対し補助金を交付し
ている。

温室効果ガス排出量の削減効果としては、公共交通が便
利な地域への居住を集約することで、自動車利用による排
出量が2005年から2009年の間に8,000tのCO2が削減効果が
得られた。

「チームとやまし」推進事業

〈木質ペレット〉

〈取組イメージ〉

急流河川が多く全国第２位（富山県）の包蔵水力を有す
る水力エネルギーや、市域面積の約7割を占める森林を活用
した木質バイオマス等の地域特性を活かした再生可能エネ
ルギーの導入を推進している。

小水力発電所（2箇所）は、公共交通沿線で地域の憩いの
場として親しまれている農業用水沿いに設置しており、ク
リーンな電力の発電のみならず、環境教育やエコツアー等
の学習の場として活用する。

森林を活用したエネルギーとして、木質ペレットの利活
用を推進。市内において製造施設や専用ボイラー�ストー
ブ等の利用機器の整備を支援しており、これにより林業の
活性化と再生可能エネルギーの地産地消を一体的に推進す
る。

温室効果ガス排出量の削減効果としては、小水力発電に
より439.3t/年、木質ペレットにより1,832t/年のCO2を削減
される。

「チームとやまし」は、市民や事業者等が自主的にチーム
を結成し、具体的な地球温暖化防止行動とその目標を掲げ、
「チームとやまし」のメンバーとなって相互に連携�協力し
ながら取り組むことで、市民総参加の行動へと広げていくこ
とを目的とした取組。

取り組み成果を重視することから、毎年各チームに実績報
告を求める一方、取組内容を広くＰＲする成果報告会を開催
し、主に企業の取組に対するインセンティブを喚起している。

メンバーは、民間企業や小�中学校、町内会等の様々な主
体が参加しており（343チーム20,265人）、事業所�施設に
おける省エネや業務車両のアイドリングストップ等の身近な
取組が多いものの、取り組みを開始した平成19から22年まで
に累計で13,067tのCO2削減効果が得られている。

地域特性を活かした再生可能エネルギーの導入

〈小水力発電〉

キャプテン

マネージャー
市 長

運営事務局

企 業

学 校

自治会 家 庭

グループ

団 体

メンバー

メンバー メンバー

メンバー

メンバー メンバー

〈公共交通軸と居住を推進する地区の設定〉
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公民協働による再生可能エネルギーの利用推進

●人口 約10.5万人の長野県
南部の中心都市

●環境文化都市を掲げ、市民�
企業�行政が一体となり、
環境を最優先する持続可能
な地域づくりを推進

アクションプランの概要

●プラン名
飯田市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2005年比）
2050年に飯田市域で 70％削減

飯田市

日照時間と日射量に恵まれた地域の気候的特徴を生かして、
公民協働スキームで太陽光発電の普及を推進しています。行
政施設、事業所、個人住宅を対象に全国に先駆けて市民出資
に基づく初期投資０円の太陽光発電普及モデルを構築し事業
を展開しています。また、中部電力と共同でメガソーラーい
いだを整備するなど、公民協働での太陽エネルギーの面的利
用に取り組んでいます。こうした取り組みにより、これまで
に市内で約1,500箇所で太陽光発電が稼動し、年間約2,600t
のCO2を削減しています。

また、市全域の80％以上を占める森林資源を活かした木質
バイオマス事業にも取り組み、木質ペレットの普及拡大や流
通システムの構築に向けた事業に取り組んでいます。

さらに、市域の急峻な地形を活かした小水力発電について、
市民協働スキームで事業化する調査、研究も進めています。
地域の資源を地域が活用する公民協働で再生可能エネルギー
の利用を推進し、エネルギー自立からの持続可能な地域づく
りを目指しています。

〈太陽光市民共同発電での設置：鼎みつば保育園〉

〈メガソーラーいいだ〉
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ローカルクリーンエネルギーネットワークの構築

エネルギー自立からの持続可能な地域づくりを目指して、
ローカルクリーンエネルギーネットワークの構築の調査、研究、
実証事業を進めています。飯田市が考えるローカルクリーンエ
ネルギーネットワークとは、地域に賦存する再生可能エネル
ギーの活用を進めるとともに、山�里�街の多様な暮らしの場
に適したエネルギーの面的供給と個別供給の仕組みを整え、地
域外から供給されるエネルギーとのベストミックスを図ってい
くことを目指すものであり、地域エネルギー政策の面から低炭
素社会づくりを進める取組です。

こうした取組を進める中で、特に温室効果ガスの排出量の多
い民生部門の需要動向を把握し、地域が主体となったエネル
ギー供給事業体により再生可能エネルギーの供給を図りつつ、
既存のエネルギーネットワークとの共存を図る仕組みづくりに
着手しています。

エコライフコーディネーターによるエコライフの推進

〈ＬＥＤ防犯灯事業のスキーム〉

エコライフを推進する著名人をエコライフコーディネー
ターに任命し、市民のエコライフを誘導するイベント、講
座を実施しています。本年度、飯田市の中心市街地にある
りんご並木のエコハウスで働く専門スタッフをエコライフ
コーディネーターに新たに任命し、エコハウスを拠点とし
た、エコライフを推進するための講座やイベントを定期的
に行なっています。エコライフを身近で親しみやすく、素
敵なライフスタイルであることを認識してもらう様々な取
り組みを、エコライフコーディネーターをナビゲーターに
して、市民のエコライフを推進します。

〈エコライフトークサロン〉

環境と経済の好循環を目指して～低炭素型企業活動の推進

飯田市がこれまでに培ってきたものづくりの
ノウハウを活かし、地元企業が市、関係団体と
協働してLEDの防犯灯を開発しました。そして
市内にある約6,000本の防犯灯をこのLED防犯灯
に転換していくだけではなく、市外へ販売して
いく取り組みを進めています。

また電動バイクやマイクロ小水力発電機の開
発と実証的利用についても、地域の企業の皆さ
んと協働で検討を進めています。

さらに環境マネジメントシステムを導入して
いる事業所がまとまって省エネ、節電も推進し
ています。

こうした取り組みは、地場で環境産業を育成
し、環境と経済が好循環する低炭素型企業活動
として地域内から高い評価を受けています。

飯田市内にある
防犯灯をＬＥＤ化
3,６00本設置

環境モデル都市を
はじめ他の自治体
への販売促進を実施

～地域のものづくりの明日を拓く中心組織として～

(財)飯伊地域地場産業振興センター

ものづくりの拠点　～飯田独自の事業展開～

　　　◆地域産業振興事業　　◆産業技術大学　◆工業技術センター（各種試験・技術相談）
　　　◆ＥＭＣｾﾝﾀｰ（電磁波防止技術関連）　◆ビジネスネットワーク支援センター
　　　◆環境技術開発センター（インキュべーション関連）　◆地場産品紹介、販売

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾈｯﾄﾜｰｸ支援ｾﾝﾀｰ登録企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ＮＥＳＵＣｰＩＩＤＡ
【ネスク－イイダ】

南信州下伊那共同受発注ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（登録企業５６社）

●第３セクターで共同受注窓口と
して、飯田下伊那地域企業のｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾄを実施。
●精密・電子・光学などの様々な
業種、試作品から量産物まで幅広
いニーズに対応。
●地域内のネットワーク連携で新
しい分野への取り組み。

飯伊地域

地場産業振興ｾﾝﾀｰ
（地域産業の活性化）

飯田市
（環境モデル都市）

ＮＥＳＵＣ－ＩＩＤＡ及び地元企
業18社により省電力・小型化・
低価格の2機種の開発に成功

ＬＥＤ
防犯灯の開発

バックアップ

平成９年発足 飯田市内にある
防犯灯をＬＥＤ化
3,６00本設置

環境モデル都市を
はじめ他の自治体
への販売促進を実施

～地域のものづくりの明日を拓く中心組織として～

(財)飯伊地域地場産業振興センター

ものづくりの拠点　～飯田独自の事業展開～

　　　◆地域産業振興事業　　◆産業技術大学　◆工業技術センター（各種試験・技術相談）
　　　◆ＥＭＣｾﾝﾀｰ（電磁波防止技術関連）　◆ビジネスネットワーク支援センター
　　　◆環境技術開発センター（インキュべーション関連）　◆地場産品紹介、販売

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾈｯﾄﾜｰｸ支援ｾﾝﾀｰ登録企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ＮＥＳＵＣｰＩＩＤＡ
【ネスク－イイダ】

南信州下伊那共同受発注ｸﾞﾙｰﾌﾟ

（登録企業５６社）

●第３セクターで共同受注窓口と
して、飯田下伊那地域企業のｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾄを実施。
●精密・電子・光学などの様々な
業種、試作品から量産物まで幅広
いニーズに対応。
●地域内のネットワーク連携で新
しい分野への取り組み。

飯伊地域

地場産業振興ｾﾝﾀｰ
（地域産業の活性化）

飯田市
（環境モデル都市）

ＮＥＳＵＣ－ＩＩＤＡ及び地元企
業18社により省電力・小型化・
低価格の2機種の開発に成功

ＬＥＤ
防犯灯の開発

バックアップ

平成９年発足

〈研究会での木質バイオマスエネルギー
供給の現地調査〉
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豊田市

●愛知県中央部北に位置する
人口約42万人の中核市

●自動車産業を核に、全国第１
位の製造品出荷額等を誇る
内陸工業都市として発展

●近隣町村との合併により、
面積918.47km2に市域が拡大

●市域の約７割を森林が占める、
都市と農山村の性格を併せ
持つ都市

アクションプランの概要

●プラン名
豊田市環境モデル都市アクションプラン
（ハイブリッド�シティとよたプラン）

●温室効果ガス削減目標（1990年比）
2030年 必達30％削減、ﾁｬﾚﾝｼﾞ50％削減
2050年 必達50％削減、ﾁｬﾚﾝｼﾞ70％削減

家庭内・コミュニティ全体のエネルギー利用最適化

〈家庭内エネルギー利用最適化〉

〈ｽﾏｰﾄﾊｳｽ〉 〈HEMS〉 〈蓄電池〉

生活者の行動動線に沿って、「家庭内」「移動」「移動
先」のそれぞれの行動シーンごとにエネルギー利用の個別
最適化が図られ、それらを統合し、「生活圏全体」でエネ
ルギーの最適利用が達成されている次世代の地方都市型低
炭素社会の構築を目指している。

家庭内のエネルギー利用最適化では、市内２か所におい
て全67戸のスマートハウスを分譲し、民間企業と連携して
家庭に導入した太陽光発電や省エネ家電、次世代自動車に
搭載した蓄電池等をHEMS（ホーム�エネルギー�マネジメ
ント�システム）により統合�制御する実証を開始してい
る。

また、家庭内の実証では、PHV（プラグインハイブリッ
ド車）やEV（電気自動車）と連携し、クルマに蓄えられた
電気を家庭に戻す実証も行っていく。

さらに、生活圏全体のエネルギーを制御するEDMS（エネ
ルギー�データ�マネジメント�システム）とHEMSの連携
により、地域電力の需要と供給をコントロールし、コミュ
ニティ全体でエネルギーの“地産地消”を推進していく。

ＨＥＭＳ

太陽光パネル

エコキュート

燃料電池

ＥＤＭＳ
（エネルギー・データ・
マネジメント・システム）家庭用蓄電池付ＨＥＭＳ

の機器・システム開発

充電及び放電（Ｖ２Ｈ）
可能なＰＨＶ・ＥＶの開発

電力消費量・発電量など
見える化・生活者行動支援

電力の流れ

データの流れ

制御信号のやりとり
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低炭素交通システムの構築

豊田市は「クルマのまち」として、ITSなど交通分野の
取組を先駆的に行ってきた。その強みを生かして交通分野
では、各種次世代モビリティの導入、公共交通インフラ整
備、新しい交通利用形態の提供を一体的に推進し、交通シ
ステム全体を低炭素化する。

具体的には、既に市内16か所26台分のPHV�EV用充電施
設（うち、11か所21台分は太陽光充電式）を整備し、基幹
バス路線に燃料電池バスを運行している。また、パーソナ
ルモビリティ（１人乗りの移動体）の社会実験も開始して
いる。

このほか、燃料電池車用の水素ステーションの整備や交
通需給を最適化するTDMS（トラフィック�データ�マネジ
メント�システム）の導入も実施する。

「低炭素社会モデル地区」の整備

森林の保全と活用の推進

〈太陽光充電スタンド〉

〈高性能林業機械による施業状況〉

豊田市の都心に位置する約1.9haの区域に、「低炭素社
会モデル地区」を整備�展開する。このモデル地区は、低
炭素に資する取組（現状と未来）を一元化し、市民理解の
醸成とライフスタイルの変革や、新たな技術開発�ビジネ
スの波及拠点とすることを目的とする。

地区内は、PRゾーン、交通ゾーン、エネルギーゾーン、
産業業務ゾーン、緑化ゾーン、生活ゾーンの６つのゾーン
で構成し、低炭素なまちや暮らしを体験しながら紹介する
ショーケースと位置づけ、取組の見える化や産業振興を促
進するとともに、その成果をまちづくりに波及させる。

主な施設として、PRパビリオン、スマートハウス、再生
可能エネルギー供給施設、産業交流支援施設、地産地消ハ
ウス等を設置する。

市域の約７割を占める森林のCO2吸収効果等の公益的機
能を高めるため、人工林の間伐を促進し、すべての人工林
の健全化を目指している。

地域の森林所有者等で組織する「地域森づくり会議」に
より事業地の団地化（集約化）を促進するとともに、林道
や作業道等の路網を整備し、間伐材利用を推進する。

このほか、小径間伐材のバイオマス利用促進や地域材の
公共建築物への利用促進を図る。

また、「とよた森林学校」を開設し、間伐等林業作業者
の育成や市民の森林�林業に関する意識向上を行っている。

〈ﾊﾟｰｿﾅﾙﾓﾋﾞﾘﾃｨ社会実験〉

〈燃料電池バス（基幹バス）〉

〈地域森づくり会議〉 〈とよた森林学校〉

〈低炭素社会モデル地区イメージ〉

エコ改修 エコ改修

スマート
ハウス

ＰＲパビリオン
地産地消
ハウス

産業交流支援施設

再生可能エネルギー
供給施設

生活ゾーン

産業業務ゾーン

エネルギーゾーン

ＰＲゾーン
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京都市

●平安京以来約1000年間、
都としての歴史を持つ、
人口約147万人の政令指定都市

●市域の４分の３が森林で、
山紫水明の自然に囲まれる

●「京都議定書誕生の地」とし
て先進的な温暖化対策を推進

●国内外から年間5,000万人の
観光客が訪れる観光都市

アクションプランの概要

●プラン名
京都市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（1990年比）
2030年に40％削減
2050年に60％削減

「歩くまち・京都」

〈「歩くまち・京都」憲章〉

〈戦略の３つの柱〉

「人が主役の魅力あるまちづくり」を推進し、人と公共交通
優先の「歩くまち�京都」の実現を目指して、平成22年１月に、
日本で初めて、歩くことを中心としたまちと暮らしに転換する
ための行動規範となる「歩くまち�京都」憲章を制定するとと
もに、交通まちづくりのマスタープランとして「歩くまち�京
都」総合交通戦略を策定した。

現在、戦略を着実に推進するための体制を構築し、戦略に掲
げる88の具体的な実施プロジェクトを推進するとともに、「歩
くまち�京都」憲章の普及�啓発を行っている。

【「歩くまち�京都」総合交通戦略のシンボルプロジェクト】
� 京都駅南口駅前広場整備
� パークアンドライドの通年実施
� 東大路通の自動車抑制と歩道拡幅
� 四条通の歩道拡幅と公共交通優先化
� らくなん進都における新しいバスシステムの導入
� ｢京都スローライフ�ウィーク（モビリティ�ウィー

ク）」の実施
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環境にやさしいライフスタイルへの転換

「木の文化」を大切にするまち

改正地球温暖化対策条例に基づく低炭素社会の実現

〈「平成の京町家」開発モデルのイメージ〉

〈低炭素のモデル地区「エコ学区」事業〉

低炭素社会の実現には、市民一人ひとりが高い意識を持ち、
普段の生活について、環境へ配慮したものへと転換していく
ことが大切となる。このため、「DO YOU KYOTO？（環境にい
いことしていますか）」を合言葉に、市民、事業者、行政が
一体となって、市全域で環境にやさしい取組を推進している。

【主な取組】
�「エコ学区」：「学区」を単位として、積極的な省エネ

の推進や環境学習等を地域ぐるみで総合的に実施
�「DO YOU KYOTO?クレジット制度」：市民,事業者の省

エネ活動等で実現したCO2削減量をクレジットとして
認証･取引する，京都発の「地産地消」CO2クレジット

�「京朝スタイル」：「太陽が昇ったら起きて、沈んだら
寝る」という自然のサイクルに沿った、健康的で環境
にもやさしい京都発の朝型のライフスタイルを推奨

〈条例における主な義務化項目〉

平成16年12月に、全国で初めて地球温暖化対策に特化し
た、「京都市地球温暖化対策条例」を制定。

そして、温室効果ガス排出量を80％以上削減した低炭素
社会の実現を目指し、平成22年10月に全部改正を行い、具
体的な取組や施策をさらに充実�強化した。

また、削減目標を確実に達成するための具体的な行動計
画である「京都市地球温暖化対策計画＜2011～2020＞」を、
平成23年3月に策定した。

現在、これらの条例�計画に基づき、市民�事業者等の
皆様と共に、京都ならではの大胆な対策を実施している。

【条例の特徴】
� 高い温室効果ガス削減目標（1990年度比）の設定

2020年度までに25％削減、2030年度までに40％削減
� 特徴的な義務規定の設定
� 削減目標、主な義務規定等の府市共同化

特定事業者※

・環境マネジメントシステムの導入

・新車購入時の一定割合のエコカー導入

・事業者排出量削減計画書・報告書の提出
（市による総合評価、結果の公表）

特定建築物※の新増築等をする者

・地域産木材の一定量利用

・再生可能エネルギー利用設備の設置

・建築環境総合性能評価制度システムによる評価、
工事現場・販売広告への表示

特定緑化建築物※への新築等をする者

建築物及びその敷地の緑化

（※ 温室効果ガスの排出量が相当程度多い事業者）

（※ 延床面積が2,000 m2以上の建築物）

（※ 緑化重点地区における一定面積以上の建築物）

平成22年４月に「『木の文化を大切にするまち�京都』
市民会議」から提出された検討報告書に基づき、地域産木
材を多様に活用しながら、京町家の知恵を生かした新たな
住宅の建設を促進し、持続可能な木材利用の循環サイクル
の構築とともに、京都らしい景観形成を目指す。

【主な取組】
� 地域産木材活用の推進
� 京都環境配慮建築物認証制度（CASBEE京都）の策定

及び普及�啓発
� 伝統的な京町家の知恵と現代的な技術を融合した

京都型環境配慮住宅である「平成の京町家」の普及
促進



● 九州最北端に位置する人口約97.5万人の政令指定都市
● 四大工業地域の一つとして、日本の近代化�高度成長を牽引
● 産業の発展により深刻な公害が発生するも、市民�企業�

行政が一体となった取組により、公害を克服
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太陽光発電システム設置促進(メガソーラー/まちなかソーラー)

〈まちなかソーラー発電所〉

【大規模太陽光発電所（メガソーラー）事業】
堺第7-3区の産業廃棄物埋立処分地内（約21ha）におい

て国内最大級となる10MWの太陽光発電所「堺太陽光発電
所」の営業運転を開始しました。今後は、長期間の耐久性
や出力安定性、電力需給や系統への影響等について検証�
評価を行うとともに、本発電所を先進事例としてＰＲや啓
発活動を行っていきます。こういった取組みを通じて市民
の環境まちづくり意識の醸成を図り、「まちなかソーラー
発電所」の普及をめざします。

【まちなかソーラー発電所事業】
１kWあたり７万円（自ら居住する住宅は上限28万円、共

同住宅�事業所は上限70万円）の設置費用補助や市内金融
機関で組織する「SAKAIエコ�ファイナンスサポーターズ
倶楽部」による市民�事業者の環境に配慮した取組を支援
する金融商品の提供等さまざまな支援によって、市民の太
陽光発電システム設置を促し、再生可能エネルギーの利用
促進をまち全体で図ります。

〈堺太陽光発電所（10MW）〉

アクションプランの概要

●プラン名
堺市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2005年比）
2020年に堺市域で 5％増加まで抑制
2030年で 15％、2050年で 60％削減

●大阪府のほぼ中心に位置する
人口約84万人の政令指定都市

●「ものの始まりなんでも堺」
といわれるように、包丁や線
香、自転車の製造、近代の日
本初の民間鉄道の事業化など
常に時代をリードし、多様な
技術�文化を開花させてきた
進取の気風をもつ都市「堺」

堺市

イニシャル
コスト軽減

金融商品
による支援

ハ ウ ス メ ー
カー等と連携
した普及活動

総合情報ソー
スの構築

業者のもつ販売
ルートの活用

太陽光発電
普及拡大

まちなかソーラー
発電所の実現

2013年度： 1万世帯
2030年度：10万世帯

目標
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堺エコロジー大学の運営

〈堺エコロジー大学の講義風景〉

市民、NPO、企業、学校�大学、行政など、堺のまちを
構成している様々な人々、団体が、環境に関する知識、経
験等を活かし、「大学」と称した仕組みの中で、様々な場
所を学習の場として講座やシンポジウム、フィールド学習
等を幅広く展開していく環境教育�環境学習事業です。

大学では、NPO、企業、行政等の協働のもと、各主体が
実施する体験学習会や市の出前講座等の環境講座、また専
門的な環境要素を専攻するコースなど様々なメニューを大
学のプログラムとして位置づけることにより、子どもから
大人まで幅広い年代層の環境学習意欲を推進し、新たな活
動の育成につなげるとともに、NPOや企業の人材、自発的
に環境活動に取り組む人材、クールシティ堺の発展に寄与
する人材を育成します。

コミュニティサイクルシステムの運用

晴美台エコモデルタウンの創出

「サイクルポート」

〈エコモデルタウンイメージ図〉

コミュニティサイクルは、温室効果ガスを発生しない環
境にやさしい自転車を活用した低炭素型の交通システムで
す。現在は、４カ所のサイクルポート（専用駐輪場）にお
いて共用の自転車合計450台（自転車410台 電動アシスト
自転車40台）の貸出しを行っています。今後も利用状況等
を踏まえ、サイクルポートの拡充を行い、過度の自動車利
用からの転換をめざします。

環境性能に優れ、次世代モデルとなる『ネット�ゼロ�
エネルギー�ハウス』を実現し、生活の質を高めた住宅�
街区を創出するとともに、環境にやさしいライフスタイル
の確立をめざします。また、泉北ニュータウンの再生のモ
デルとなるような新たなまちの魅力を提示し、事業の成果
は市内外に広げていきます。

【事業の特徴】
�65区画全ての住戸をネット�ゼロ�エネルギー�ハウス

にすることで、街区全体でネット�ゼロ�エネルギー化
を実現します。

�全戸に太陽光発電システム�HEMS�家庭用リチウムイオ
ン蓄電池�EVコンセントを導入します。

�集会所に設置する太陽光発電システムと蓄電池からも電
力を供給できるほか、防犯灯へのLED照明の使用や電線
類の無電柱化等、災害に強いインフラ整備を行います。

「利用申請」 「貸出し」

「空き状況の確認」

＊掲載のキャラクターは堺市堺区の「サカエル＆みそさかい」

〈コミュニティサイクルの利用の流れ〉



ゆすはら発“生きものに優しい低炭素なまちづくり”宣言

スマート
コミュニティ
センター
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檮原町

●四国、高知県の北西部、愛媛
県との県境に位置する人口
約４,000人の山村

●町の総面積236.51km2のうち
91％にあたる215.11km2が森林
という県内でも特に森林率の
高い町

環境モデル都市提案の概要

●プラン名
ゆすはら発森の資源が循環する公民
協働の“生きものに優しい低炭素な
まちづくり”

●温室効果ガス削減目標（2007年比）
2050年に梼原町全体で10万t-CO2
削減、吸収を併せて122％の効果

〈新エネルギー利用〉

〈風力発電〉 〈太陽光発電〉 〈小水力発電〉

梼原町は、2050年に二酸化炭素量の吸収と排出比率にお
いて、吸収量が排出量を大幅に上回る山村社会として、

「森の資源が循環する公民協働の
“生きものに優しい低酸素社会”」

を目標として、次のことを宣言し、その実現に向けて取り
組んでいます。

・ 梼原町がめざす環境モデル都市は、良好な生物生存
環境が持続され清浄なる「空気と水」を生み続ける
「資源循環型の生活様式で成り立った低炭素社会」を
めざします。

・「地球は、将来の世代からの借り物であり、将来の世代
が安心して暮らせるか否かは、我々の行動にかかって
いる。」という認識を忘れることなく、自然の生態系
に配慮した「資源循環と地域活力の持続とが調和した
低炭素社会」をめざします。

・ エネルギーの構造改革と地域内自給により、「自立
する地域社会としての低炭素社会」をめざします。

売電益を活用

木質ペレット製造工場
森、水、風、光
を活かしたまち
づくり

太陽光発電

小水力発電

風力発電
木質バイオマス

森林整備
売電益を活用

CO2吸収源の整備



（あいさつ：200文字程度）
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北九州市長
北橋 健治
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森、水、風、光を活かしたまちづくり

私たちの町では、森、水、風、光などの自然やそれらが
持つエネルギーを無駄なく使いながら、生きものにやさし
い低炭素なまちづくりを進めています。
○森���CO2吸収源となる森林整備を推進する。

2050年目標吸収量→83,000t-CO2
○水���６ｍの落差を利用し、出力53kwの小水力発電を

設置。削減効果→258t-CO2/年
○風���現在出力600kwの風力発電を２基設置。2050年

までに40基増設。削減効果→12,798t-CO2/年
○光���太陽光発電を公共施設や一般家庭に設置。

削減効果→60t-CO2/年
特徴的な取組としては、風（風力発電）から得られた収

益を、森（森林整備）や光（太陽光発電設置）に還元して
いる。

木質バイオマス地域循環モデル事業

今後の展望・電気代のいらないまちをめざして

〈生きものに優しい低炭素なまち〉

当町の最大の資源である森林を活かした「木質バイオマ
ス地域循環モデル事業」は、未利用の間伐材や林地残材、
製材端材を活用した木質ペレットを生産し、木質ペレット
を燃料とする冷暖房機器、給湯器、ストーブ、園芸ハウス
用温風器の普及により、エネルギーの自給率向上を図り、
地域循環型の低炭素社会の実現をめざします。

また「木質バイオマス地域循環モデル事業」は、整備の
進んだ森林空間を利用し、環境教育や環境研修への活用に
よる環境意識の向上や、森林セラピーやエコツアー等の健
康や観光への提案といった魅力ある地域づくりと地域活力
の創出につなげようとする取組です。

削減効果→5,349t-CO2/年

○地域資源を活かした更なる取組
� 森林整備、木質バイオマス利活用の着実な推進
� エネルギー自給機器の設置促進とそのための風力

発電施設の増設
○梼原町環境モデル都市の推進

� 住民の積極的な取り組みの推進と産官学による
サポート体制の充実

○排出権取引の促進
� 森林整備にクレジットを投入することにより、森林

の多面的な機能の向上を図り、さらなる資源の循環
利用に資する

これらの取組により、資源循環と地域の活性化が調和した
まちづくりをめざします。

売電益を活用

木質ペレット製造工場
森、水、風、光
を活かしたま
ちづくり

太陽光発電

小水力発電

風力発電
木質バイオマス

森林整備
売電益を活用

CO2吸収源の整備

製材所

未利用資源

主伐・間伐材

ペレット製造工場ペレット焚きアロエース

工場・一般施設

燃焼灰

農地

建築資材

木質ペレット

端材

ペレットストーブ

里山の再生
～教育・環境の場～

環境共生
～空気・水・生物～

自然散策・エコツアー
～森林セラピー～

〈木質バイオマス地域循環モデル事業〉



● 九州最北端に位置する人口約97.5万人の政令指定都市
● 四大工業地域の一つとして、日本の近代化�高度成長を牽引
● 産業の発展により深刻な公害が発生するも、市民�企業�

行政が一体となった取組により、公害を克服
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北九州市
●九州最北端に位置する人口
約97.5万人の政令指定都市

●四大工業地域の一つとして、
日本の近代化�高度成長を
牽引

●産業の発展により深刻な公害
が発生するも、市民�企業�
行政が一体となった取組に
より、公害を克服

アクションプランの概要

●プラン名
北九州市環境モデル都市行動計画
（北九州グリーンフロンティアプラン）

●温室効果ガス削減目標（2005年比）
2050年に北九州市域で 50％削減

アジア地域で150％削減

北九州版スマートグリッドの構築

〈地域節電所〉

〈ｽﾏｰﾄﾊｳｽ〉 〈ｽﾏｰﾄｵﾌｨｽ〉 〈地域節電所〉

八幡東田地区では、スマートグリッドを中核に「ライフ
スタイル」、「ビジネススタイル」さらにはまちづくりの
変革を図る「北九州スマートコミュニティ創造事業」を推
進しています。

具体的な取組として、地域の総電力需要に対し再生可能
エネルギー（太陽光発電、風力発電等）や水素などの地域
エネルギーを10％以上導入すること、地域全体のエネル
ギーを管理する「地域節電所」の整備、「地域節電所」と
双方向で通信�制御可能な省エネシステム（BEMS、HEMS
等）の開発�導入、電気社会�水素社会に対応した次世代
モビリティネットワークの構築など、様々な技術実証を行
うこととしています。

また、需要家自らの行動を促す仕組みである「エネル
ギーの見える化」システムの開発�導入と我が国初の試み
である「ダイナミックプライシング」などの社会実証を行
うこととしています。

本事業は、これらの取組を通じ地域エネルギーマネジメ
ントを基軸とした低炭素社会のあるべき姿の構築を目指す
ものです。

スマートマンション
太陽光発電

データセンター

スマート
スクール

レンタサイクル
ステーション

大規模蓄電池

スマートビル

次世代SS

副生水素

水
素
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

天然ガスコジェネ

送配電網

ＩＴ網

スマート
コミュニティ
センター

風力発電
仮想導入

風力発電所
1.5万KW

副生水素

地域節電所
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北九州市長
北橋 健治

24

アジアの低炭素化の推進

〈アジア低炭素化センター〉

本市は、「北九州市環境モデル都市行動計画」において、
2050年には、アジア地域でCO2排出量を本市の2005年比で、
150％削減するという目標を揚げています。そのため、ア
ジア地域の低炭素化を通じて、地域経済の活性化を図るた
めの中核施設として「アジア低炭素化センター」を平成22
年6月に開設しました。

センターでは、公害克服やものづくりの過程で生まれて
きた環境技術やこれまでの国際協力で構築してきた都市間
ネットワークを活用し、アジアの低炭素化を推進します。
さらに、技術輸出にあたっても、環境都市のトップラン
ナーとしての総合力を活かして、アジア諸都市や企業の多
様なニーズに応えて、オーダーメイド方式による「グリー
ンシティの輸出」を推進します。

低炭素なまちづくり

響灘・鳥がさえずる緑の回廊創成事業

〈低炭素先進モデル街区〉

〈緑の回廊：市民植樹〉

街区モデルのリーディングプロジェクトとして、ゼロ�
カーボン、子育て支援�高齢者対応、持続可能をコンセプ
トとする「城野ゼロ�カーボン先進街区」を形成します。

城野地区（約19ha）では、まちの背骨に自転車�歩行者
道を整備するとともに、街区に直面するＪＲ駅と結節機能
を高めるなどして、公共交通の利用促進やマイカーの利用
抑制を図ります。

さらに、エコ住宅や創エネ�省エネ設備の設置誘導、エ
ネルギーマネジメント導入によるエネルギー利用の最適化
など、様々な低炭素技術�方策を取り入れて、ゼロ�カー
ボンを目指します。

取組を通じて、市民のライフスタイルを低炭素型に転換
するとともに、全国�アジア地域へ発信�展開します。

響灘地区に市民�NPO、事業者、行政が連携して自然の
創成や自然とのふれあいの場を創出するため、「緑の回廊
づくり」と「緑の拠点づくり」を推進しています。

市民、事業者、行政、小学校が協働して、どんぐりの種
から苗木を育てる仕組み「響�どんぐり銀行」を組織して、
どんぐり拾いから、苗木の育成、苗の植付け（市民植樹）
を行い「緑の回廊づくり」を行っています。

また、廃棄物処分場の跡地を日本最大級のビオトープ
「響灘ビオトープ」（緑の拠点）として整備を行っていま
す（平成24年秋オープン予定）。このビオトープには、
ベッコウトンボやチュウヒなどの絶滅危惧種をはじめ、こ
れまでに237種の鳥類、284種の植物、24種のトンボ、メダ
カなどの生息が確認されています。



● 九州最北端に位置する人口約97.5万人の政令指定都市
● 四大工業地域の一つとして、日本の近代化�高度成長を牽引
● 産業の発展により深刻な公害が発生するも、市民�企業�

行政が一体となった取組により、公害を克服
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水俣市

●熊本県最南端に位置する
人口約2.7万人の小規模都市

●水俣病の経験と教訓を活かして
住民協働による環境モデル都市
づくりを実践

●平成23年３月
「日本の環境首都」の称号を獲得

アクションプランの概要

●プラン名
水俣市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2005年比）
2020年に30％削減
2050年に50％削減

住民協働による環境モデル都市みなまたづくり

水俣市は、経済成長の過程で発生した水俣病の経験と
教訓をもとに、1992年に日本で初めて、次のような「環
境モデル都市づくり宣言」を行い、ごみの高度分別を始
めとした様々な環境施策に市民協働で取り組んできまし
た。

１ 水俣病の教訓を学び後世に伝えていく。
２ 水俣病被害者の救済と市民の融和を図っていく。
３ 循環する自然生態系の中で人やその他多くの生物

に配慮した産業活動への転換を促していく。
４ 生命の基盤である海、山、川を大切に守り次世代

に引き継いでいく。
５ 文明社会のあり方を問い直し、有限な資源のリサ

イクルを基調とする社会システムづくりを進めて
いく。

私たちは、長年にわたって取り組んできた「環境モデ
ル都市づくり」の真の実現を果たし、広く世界のモデル
となるような「環境」と「経済」が調和した持続可能な
低炭素型社会の実現を目指します。

〈エコパーク水俣〉
* 水銀ヘドロが浚渫された埋立地。
* 祈りや生命の再生の場となっている。

〈地区環境協定制度〉 〈ごみの24分別〉 〈環境ﾏｲｽﾀｰ制度〉

「水」「ごみ」「食べもの」に気をつけた生命を大切にするまちづくり



北九州市長
北橋 健治
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ゼロ・ウェイストのまちづくり

〈ゼロ・ウェイスト概念図〉

自然と共生する環境保全型都市づくり

環境学習都市づくり

〈水俣エコハウス〉

〈水俣病資料館の語り部講和〉

水俣市は、市域内に源流（山）から河口（海）までを有
する一つの流域生態系を形成しており、水や自然の豊かな
まちです。

私たちは、身近な山や海を守り、その資源を持続的に活
用していくために、水源の森づくりや海藻の森づくりにみ
んなで取り組んでいます。

また、地元の材料や職人による、地域の気候風土にあっ
た昔ながらの環境配慮型木造住宅（水俣エコハウス）を建
築し、暮らし方の提案を行うとともに、環境ISO等の取組
を通して省エネ�省資源を図り、再生可能エネルギーの効
率的な導入を進めています。

私たちは、これらの取組を通して、自然と共生する環境
保全型のまちづくりに取り組んでいます。

水俣市は、水俣病の犠牲を無駄にせず、水俣病のような
悲惨な公害を二度と発生させてはならないと、その教訓や
環境モデル都市づくりを全世界に波及させるために、環境
学習都市づくりに取り組んでいます。

ここでは、資料館での水俣病学習から、地域のごみ分別、
環境産業、昔ながらの村の暮らし等、水俣の人や自然、暮
らし、取組などすべてが地域資源として学びの教材となり
ます。村の暮らしをそのまま博物館に見立てた「村丸ごと
生活博物館」や、水俣に短期間滞在して水俣の取組を学習
する「みなまた環境大学」では、訪れた人たちとの交流を
通して、水俣市民の環境意識の醸成や地域づくりにも繋
がっています。

また、経済成長の中にある発展途上国からの研修も受け
入れ、水俣の経験や取組を伝えています。

〈環境ISO〉 〈太陽光発電〉 〈小水力発電〉

〈水源の森づくり〉

〈海藻の森づくり〉

水俣市は、環境と健康はすべてに優先するという水俣病
の教訓から、ふるさとの自然を汚さず、全ての生き物の命
と健康を脅かさないため、また、限りある資源やエネル
ギーを無駄にせず、最大限有効に利用する暮らしとしくみ
づくりに取り組んでいくため、2009年に『ゼロ�ウェイス
トのまちづくり水俣宣言』を行いました。

水俣が取り組んできたごみの高度分別や水俣エコタウン
の中核事業であるびんのリユース�リサイクル、簡易包装
の推進等の3Rをさらに推進していくとともに、「茶のみ
場」等の具体的な市民協働の取組を通して、リサイクルか
らリユース、リデュースへと意識の転換を図り、ごみとな
るものを出さない豊かな暮らしの実現に向けて、想いを同
じくする国内外の人々といっしょに取り組んでいきます。

〈びんのﾘﾕｰｽ・ﾘｻｲｸﾙ〉 〈簡易包装の推進〉 〈茶のみ場〉

〈村丸ごと生活博物館〉〈みなまた環境大学〉 〈海外からの研修〉
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宮古島市

●沖縄本島の南西に位置する
人口約5.5万人の島嶼市

●隆起珊瑚礁からなる島で、
年間40万人の観光客が来島

●島嶼市であることから、資源
の島外依存度が高いため、天
候等に左右されない地産地消
の島を目指す

アクションプランの概要

●プラン名
宮古島市環境モデル都市行動計画

●温室効果ガス削減目標（2003年比）
2030年に宮古島市域で 30％削減
2050年に宮古島市域で 70％削減

宮古島市島嶼型スマートコミュニテイ実証事業

宮古島市において、スマートコミュニティを
形成するため、再生可能エネルギーを大量導入
しつつ、IT技術を駆使することにより、島内電
力の需給を最適化し、エネルギー自給率を高め
るとともに、新たなエネルギーの需給システム
構築に伴う新たなビジネスモデルの構築により、
地域経済の活性化や雇用創出を図る。

� 全島EMS実証
再生可能エネルギー（RE）を含む供給と需要

家側のエネルギー需給管理システム（EMS）を
導入し、エネルギー消費の見える化を通じた省
エネ及び再生可能エネルギーの最適消費を図る
とともに、サービスモデルの検討等を行うこと
により、事業化モデルを構築する。

ホテル

BEMS

BEMS

HEMS

メガソーラー

風力

全島EMS

火力発電所

EV
住宅

来間島

来間島拡大図

＜全島EMS実証＞

公共施設

公共施設

� 来間島RE100%自活実証
来間島において、大規模太陽光発電及び系統安定化装置等を設置し、島内において再生可能エネル

ギーをマネジメントすることにより、小規模離島における再生可能エネルギー100%自活モデルを構築
する。

� 改造EV実証
島嶼型立地に適した改造EVを製作し、EVの技術蓄積及び関連産業の創出、タクシーでの活用による

事業性検証、EV電池の二次利用による再生可能エネルギーの効率的利用に資する事業モデル等を構築
する。

業務ビル

改造EV

充電ステーション

＜改造EV実証＞

住宅
公共施設

＜来間島RE100％ 自活実証＞
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太陽と市民のエネルギーを活用したエコアクション

エコアイランド宮古島ツアーは、島内で展開してい
る太陽光発電�風力発電の再生可能エネルギー設備や、
島の基幹作物であるサトウキビの残渣物を活用したバ
イオエタノール生産設備、堆肥製造施設（リサイクル
センター）の資源循環施設、世界最大規模の地下ダム
施設や太陽熱�風を活用したエコハウス（省エネ住
宅）の見学と産業活動の基礎となる宮古島の自然環境
（マングローブの植林等）や文化をベースにした環
境�エネルギー学習と観光を融合させたツアーです。

本市が掲げている「いつまでも住み続けられる豊か
な島」エコアイランド宮古島（環境モデル都市）の体
感ツールとして、島外へは観光客、企業研修、海外視
察団等へ、島内へは児童生徒や市民等への情報発信に
活用しています。

〈子供エコツアー〉 〈蒸暑型エコハウス〉〈メガソーラー実証施設〉〈エタノール製造施設〉

サトウキビ等による自給自足のエネルギー供給

〈バイオマスタウン構想〉

〈サトウキビ農家〉

島の基幹作物であるサトウキビの製糖残渣を有効活
用し、化石燃料に依存している島内の電力及び、運輸
燃料の低炭素化を目指している。また、同時に島外資
源依存の低減を目指している。

� バガス発電による電力対策
製糖期に発生するバガス（サトウキビの絞りかす）

を燃料とした発電による化石燃料の低減を図るととも
に、サトウキビ増産やバイオマス資源の統合利用によ
り、島内の電力供給源としての活用を目指す。

� バイオエタノールによる運輸対策
製糖後に発生する糖蜜を原料にバイオエタノール

を生産し、現在は島内で公用車、レンタカー等1,690 
台の車両にE3又はE10の燃料を使い実車走行を行って
いる。また、バイオエタノール製造時に発生する残渣
（蒸留残渣、発酵残渣酵母）の更なるカスケード利用
として、家畜飼料又は土壌肥料等の活用方法を検討し、
島内の資源循環型社会の構築とサトウキビの高付加価
値化による地域産業の活性化を目指す。

バガス
（残渣）

発電

エタノール工場
糖蜜

製糖工場

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ車

電気自動
車　など

電力

サトウキビ

お砂糖

蒸留残渣液　液肥

発酵残渣酵母　飼料

エ
タ
ノ
ー
ル

バガス

バガス
（残渣）

発電発電

エタノール工場
糖蜜

製糖工場

ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ車

電気自動
車　など

電力

サトウキビ

お砂糖

蒸留残渣液　液肥

発酵残渣酵母　飼料

エ
タ
ノ
ー
ル

バガス

〈バイオエタノール供給施設〉

〈製糖工場〉



市区町村（89団体）

北海道釧路市 北海道帯広市 北海道下川町 北海道洞爺湖町 青森県青森市 宮城県仙台市

茨城県土浦市 茨城県つくば市 栃木県宇都宮市 栃木県小山市 群馬県館林市 群馬県みなかみ町

埼玉県さいたま市 埼玉県川越市 埼玉県熊谷市 埼玉県川口市 埼玉県東松山市 埼玉県春日部市

埼玉県戸田市 千葉県流山市 東京都千代田区 東京都中央区 東京都江東区 東京都豊島区

東京都荒川区 東京都板橋区 東京都武蔵野市 東京都調布市 神奈川県横浜市 新潟県長岡市

新潟県柏崎市 新潟県見附市 新潟県上越市 富山県富山市 石川県加賀市 石川県羽咋市

山梨県山梨市 山梨県北杜市 長野県長野市 長野県飯田市 岐阜県岐阜市 岐阜県大垣市

岐阜県高山市 岐阜県中津川市 岐阜県各務原市 岐阜県白川町 岐阜県御嵩町 愛知県名古屋市

愛知県豊橋市 愛知県刈谷市 愛知県豊田市 愛知県安城市 愛知県新城市 滋賀県彦根市

滋賀県近江八幡市 滋賀県東近江市 滋賀県愛荘町 京都府京都市 京都府宮津市 京都府京丹後市

大阪府大阪市 大阪府堺市 大阪府豊中市 大阪府吹田市 大阪府泉大津市 大阪府枚方市

大阪府門真市 兵庫県神戸市 兵庫県加西市 島根県出雲市 岡山県岡山市 岡山県倉敷市

広島県広島市 山口県宇部市 徳島県上勝町 徳島県那賀町 香川県高松市 高知県高知市

高知県梼原町 福岡県北九州市 福岡県福岡市 福岡県岡垣町 長崎県長崎市 熊本県熊本市

熊本県水俣市 熊本県小国町 鹿児島県鹿児島市 沖縄県那覇市 沖縄県宮古島市
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低炭素都市推進協議会

環境モデル都市を中心に、低炭素社会づくりに意欲のあ
る自治体、関係団体等が参加して、平成20年12月14日に
設立されました。 （平成23年11月９日現在、204団体）

環境モデル都市の優れた取組の全国展開を図るととも
に、低炭素社会づくりに積極的に取組む海外の都市と
連携して我が国の優れた取組を世界に発信することを
目的に、協議会構成員はそれぞれに低炭素社会づくりに
向けた取組を実施するとともに、ワーキンググループ
（ＷＧ）を組織し、テーマ別の課題解決に向けた検討を
行っています。

低炭素都市推進協議会構成員一覧



道府県（46団体）

北海道 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 新潟県 茨城県 栃木県

群馬県 埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県 富山県 石川県 福井県 長野県 岐阜県

静岡県 愛知県 三重県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県

島根県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県

長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県

関係省庁（12省庁）

内閣官房 内閣府 警察庁 総務省 外務省 財務省 文部科学省 厚生労働省

農林水産省 経済産業省 国土交通省 環境省

関係政府機関（29団体）

(独)科学技術振興機構 (独)建築研究所 (独)国立環境研究所 (独)産業技術総合研究所

(独)新エネルギー・産業総合開発機構 (独)都市再生機構 日本下水道事業団 (財)運輸政策研究機構

(財)大阪科学技術センター (財)下水道新技術推進機構 (財)建築環境・省エネルギー機構 (財)港湾空間高度化環境研究センター

(財)地域活性化センター (財)地球環境戦略研究機関 (財)都市農山漁村交流活性化機構 (財)都市みらい推進機構

(財)都市緑化技術開発機構 (財)日本エネルギー経済研究所 (財)日本環境協会 (財)ヒートポンプ・蓄熱センター

(財)民間都市開発推進機構 (社)都市エネルギー協会 (社)都市環境エネルギー協会 (社)日本ガス協会

(社)日本機械工業連合会 (社)日本公園緑地協会 (社)日本交通計画協会 (社)日本ボイラ協会

交通エコロジー・モビリティー財団

民間団体（28団体）

(株)インフォメックス (株)エコノス (株)エックス都市研究所 (株)NTTデータ経営研究所

大阪ガス(株) オムロン(株) (株)ジェーシービー (株)JTB首都圏

(株)JTB法人東京 シンフォニアテクノロジー(株) (株)スーパーソフトウェア 積水ハウス(株)

大成建設(株) 大和ハウス工業(株) 東京ガス(株) 日経BP社

(株)日建設計総合研究所 日発販売(株) 日本アイ・ビー・エム(株) 日本ユニシス(株)

特定非営利活動法人バイオマス産業機構 パシフィックコンサルタンツ(株) (有)富士タクシー (株)フルタイムシステム

(株)三井住友銀行 (株)三井物産戦略研究所 三菱自動車工業(株) (株)三菱総合研究所
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次の項から、構成員及びワーキンググループの
取組を紹介します。
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市区町村

太陽エネルギーの活用

本市は全国平均より日照時
間が長く、太陽エネルギーの
活用に適しています。
太陽光発電システム（平成9

年度～）や太陽熱利用機器
（平成21年度～）を住宅に導
入する場合に補助金を交付し
ています。平成22年度までに
太陽光発電システム8,056kW、
太陽熱利用機器58基が設置さ
れました。

（川越市）

〈資源化センター166.9kW〉

本市公共施設80施設に
合計886.3kWの太陽光発電

セグウェイによるエコ通勤実験

つくば環境スタイルを掲げ、
他地域のモデルとなる低炭素
社会づくりを推進しています。
実験低炭素タウンの取組の

一つとして、10月３日から
セグウェイによるエコ通勤実験
を開始しました。
【CO2削減効果（年）】
�片道10kmの者（燃費10kmの
自動車→電車＋セグウェイ）
約80％（約800kg）の削減

（つくば市）

〈エコ通勤実験の様子〉

災害にも強い低炭素都市づくり

未曾有の被害をもたらした
東日本大震災を踏まえ、新た
に形成される市街地を対象と
した再生可能エネルギーやス
マートグリッドを活用したエ
コモデルタウンの形成、大規
模太陽光発電事業やバイオマ
ス発電事業の次世代エネル
ギーの研究�開発拠点構築な
ど、災害にも強い低炭素都市
づくりに取り組んでいきます。

〈エコモデルタウンの
事業イメージ〉

（仙台市）

「もったいないの精神」による環境都市づくり

宇都宮市は、地球上にある
すべてのものに尊敬と感謝の
気持ちをもち、ひとやものを
大切にするこころである「も
ったいないの精神」をキーワ
ードとして、市民�事業者�
団体�行政等が一体となり、
環境負荷の少ない持続可能な
「環境都市うつのみや」の実
現に向け取り組んでいます。

（宇都宮市）

おやま菜の花・バイオプロジェクトの推進

栃木県第２の都市小山市で
は、遊休農地等でナタネを栽
培�搾油し、学校給食や家庭
に販売、調理場や拠点で収集
した廃食用からバイオディー
ゼル燃料を製造、車や農業機
械への利用といった地域にお
ける資源循環を推進していま
す。
これまでに約100ｔのCO2の

削減に貢献しています。
〈小山産ナタネ油〉

（小山市）

あつさ はればれ 熊谷流！

埼玉県北部に位置する本市
は、平成19年に、40.9℃の日
本最高気温を記録したことを
契機に、温暖化対策や健康対
策、地域活性化対策を推進す
る、「あつさ はればれ 熊
谷流！」プロジェクトの中で、
みどりのカーテンの推進や省
エネ機器の推奨など、地域の
低酸素化を図っています。

（熊谷市）

〈熊谷駅正面口冷却ミスト〉

ストップ地球高温化！

川口市から生まれた「エコ
ライフDAY」の取組は、今で
は全国的な広がりをもって展
開されています。
エコライフDAYによって培

われた高い環境配慮の意識を
もって省エネルギーに取り組
み、温室効果ガスの排出の少
ない「低炭素なまち」を目指
さします。

〈公用利用を始めた
電気自動車・電動バイク等〉

（川口市）

31



32

柏崎市ＥＣＯ２プロジェクト

柏崎市では、平成23年度か
ら、環境と経済の調和をめざ
し、柏崎市ECO2プロジェクト
をスタートしました。
プロジェクトの中心事業と

して市内の事業者における環
境配慮行動にポイントを付与
し、新エネ�省エネ設備を導
入した場合に取得ポイントに
応じた協力金を支給するECO2
ポイントを進めています。

（柏崎市）

〈ECO2のロゴマーク〉

緑のカーテンの取組

平成18年度より取り組み始
め、公共施設、家庭、商店街
や町会等へ普及を進めている。
区民�事業者と協力して、

登録制度、講習会、見学ツ
アー、コンテストや交流会な
どを企画�実施し、情報共有
や意欲アップを図っている。
また、海外での発表や、NPO

との協働による全国フォーラ
ムの開催を行った。

（板橋区）

〈公共施設での設置〉

めざそう！エコシティ

武蔵野市は自然と調和した都市です。玉川上水の水
辺や数多くの公園があり、様々な動植物が生息してい
ます。市民一人ひとりの環境に対する意識も高く、市
民と行政が協働して、持続可能なまちづくりを行って
います。
★市域の温室効果ガス排出量の削減目標／長期：2050
年度までに、60～80％削減／中期：2020年度までに、
25％削減／短期：2015年度までに、11％削減（いずれ
も1990年度比） ★主な取組／住宅用の太陽光発電や
高効率給湯機器の設置に対する助成金の交付／公共施
設への太陽光発電の計画的導入

（武蔵野市）

市民総出の低炭素

市民総出の低炭素に向け、
使用済み天ぷら油の回収と公
用車のBDF利用を推進していま
す。また、太陽光発電の普及
に向け、市内全ての小中学校
12校に太陽光パネルを設置し、
環境学習の教材としても活用
しています。
今後は、化石燃料に頼らな

い「生ごみが消えるごみ処
理」を検証しています。

（見附市）

〈啓発活動と生ごみ処理見学会〉

家庭でできるエコ活動

低炭素都市の実現には、市
民�事業者�行政が手を取り
合って、事業を進める必要が
あります。春日部市では「家
庭の電気ダイエットコンクー
ル」や「緑のカーテンコンテ
スト」など、私たち一人ひと
りの活動を積み重ね、将来を
担う子どもたちのために低炭
素都市づくりを推進していま
す。

（春日部市）

〈23年度緑のカーテン
コンテスト【市長賞】〉

ソーラーカーチャレンジ計画

江東区が運営する環境学習
情報館えこっくる江東におい
て、平成21年度より３年計画
で実施。区内の中学生を中心
とした区民チームが、地元の
大学や企業の協力を得てソー
ラーカーを製作し、平成23年
８月に鈴鹿サーキット(三重
県)で開催された「ソーラー
カーレース鈴鹿2011(国際格
式)」に出場。

（江東区）

〈ソーラーカーと
チーム江東メンバー〉

パートナーシップで進める低炭素なまちづくり

戸田市では、家庭の生ごみ
の堆肥化（花苗との交換事業。
年間８万鉢生産）の実施、エ
コライフDAY（エコライフの啓
発運動）への協力など、市民、
事業者との低炭素なまちづく
りに向けた協働を図っていま
す。これらの取組が認められ、
埼玉県から平成22年３月に
環境みらい都市の認定を受け
ています。

（戸田市）

〈リサイクル
フラワーセンター〉

ＣＯ２排出枠の地産地消

豊島区は池袋副都心を抱え、
約13km2の土地に26万人以上が
住む全国有数の人口密度が高
い都市です。中小事業所に対
し、東京都の排出量取引制度
への参加を前提とした省エネ
設備導入助成事業を行ってい
ます。さらに、そこで生み出
されたCO2削減分を地域の大規
模事業所が利用する、排出枠
の地産地消をめざしています。 〈取引制度を活用した

CO2排出枠の地産地消〉

（豊島区）

中小事業所 大規模事業所
地
産
地
消
の
輪

排出枠の創出

排出枠の活用

助成金



北九州市長
北橋 健治

自立循環型経済社会を目指したまちづくり

宮津市に賦存するバイオマ
スを地域資源として、エネル
ギーやマテリアルに有効利用
し資源循環型で低炭素型のま
ちづくりを目指しています。
現在、廃棄物のメタン発酵

によるバイオガス発電及びメ
タン発酵消化液活用の検討と
竹のガス化�発電とバイオメ
タノール生成の技術実証を中
心に取組を進めています。

（宮津市）

〈バイオメタノール製造
及び発電施設〉

あんじょうダイエット３０チャレンジ

温室効果ガス排出量30％削
減を目標に掲げ、家庭のエネ
ルギー使用量の見える化と省
エネ診断を行いました。モニ
ター世帯に省エネナビを１年
間貸与し、エネルギーの使用
実態を把握してもらい、うち
エコ診断では、省エネのコツ
を、プロの目でアドバイス。
節電の知恵や家電買換えの推
奨で省エネを推進しています。

（安城市）

〈うちエコ診断の様子〉

御嵩町太陽光発電量マップ

御嵩町は、中山道の歴史と
文化が残る里山の町です。中
山間地域としては好天日が多
く、全国平均値より一割多く
の太陽光発電量が期待できま
す。太陽光発電システムの導
入を検討されている家庭をサ
ポートするため、太陽光発電
量マップと発電量予測サイト
を公開し、太陽エネルギー活
用の普及拡大をめざします。

（御嵩町）

〈太陽光発電量マップ〉

年間発電量
[kWh]

1600

1500

1400

1300

1200

1100

1000

地域商店街と連携したエコポイント事業

加賀市では、CO2排出量50％
の削減に向けて、平成21年か
らエコポイント事業を展開し
ています。市民の環境活動に
対してエコクーポン券を発行
し市内の商店街で買い物ポイ
ントとして利用が可能、商店
自らもマイバッグ持参者等に
ポイントを発行することで、
エコだけでなく地域商店街の
活性化を図っています。 〈エコポイント事業イメージ〉

（加賀市）

バイオマス（廃食油）循環モデル事業

山梨市では、市全域を次
世代エネルギーパークとし
た取組を行っています。
その中で、市民を主役と

した事業が廃食油のバイオ
ディーゼル化事業です。家
庭、市、小学校が連携して
取り組むことで子どもたち
への環境教育とゴミの減量
化等の波及効果を期待して
います。

（山梨市）

減ＣＯ２(げんこつ)のまちづくり

身近な省エネ行動をポイン
ト化し省エネグッズと交換す
る｢ぎふ減CO2ポイント制度｣。
本制度等で高まった市民の

環境意識や行動を原動力に、
太陽光発電、地中熱利用、電
気自動車、BRT、レンタサイク
ルなどのツールを上手く組み
合わせ、2020年度までにCO2排
出量25%削減を目指します。

〈減CO2のまち岐阜のイメージ〉
ぎふ減CO2ポイント制度の体制

節電、節水

蓄電池
高効率給湯器

ＢＲＴ

ＥＶ

太陽光
地中熱

レンタサイクル

支援・広報 岐阜市地球温暖化
対策推進委員会

連携・原資

省エネ建物ガイドライン

ぎふし減CO2倶楽部
元気なぎふ応援基金

岐阜市 運営母体

経済生活様式

省エネ建物

企業

交通

エネルギー

意識と行動

（岐阜市）

自然エネルギー利用のまちづくり

高山市では、美しく豊かな
自然を守り、快適に暮らせる
環境整備や低炭素社会の実現
に向けて、太陽光発電等の自
然エネルギー利用日本一のま
ちづくりを目指しています。
2020年度までに温室効果ガ

ス排出量25％削減を目標にし、
市民�事業者�行政が協働で
取り組んでいます。

（高山市）

〈市営花岡駐車場
太陽光発電システム〉

新城市民節電所

中部電力浜岡原子力発電所
の運転停止に伴う電力不足へ
の対応や、地球温暖化防止に
向けて総合的なエネルギー政
策を推進するため、「新城市
エネルギー対策本部」を設置
し、市役所はこの夏、市民節
電所第１号として15％の電力
量カットを目指しました。
６月から８月の電力量は、

27％カットできました。
〈市民節電所イメージ図〉

（愛知県新城市）

新城市民節電所ＰＪ

ピークシフト 第１号市役所 ピークカット

新城市民節電所

省エネ連絡協議会

省エネチャレンジ
省エネチャレ
ンジ 学校版

一般家庭

事業所
学校
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下水汚泥の燃料化の推進

広島市では、下水汚泥焼
却処分にかわる新たな方策
として、温室効果ガス排出
の少ない下水汚泥の処分シ
ステムの構築を目指し、下
水汚泥燃料化事業に取り組
んでいます。
これにより下水汚泥の

100％有効利用及び温室効果
ガス排出量の削減が可能に
なります。

〈下水汚泥燃料化事業〉

（広島市）

発電所

燃料

電気

下水

下水汚泥の
有効利用

水資源再生センター

地域社会

下水汚泥

燃料化施設

カーボン・オフセット推進事業

宇部市では、「宇部方式」
の精神に基づき、産･官･学･民
が一体となって地球温暖化対
策に取り組んでいます。
当事業は、2010年度から実

施しており、作成したマニュ
アルの広報宣伝活動を行うと
ともに市のイベントにおける
排出をCO2吸収源の森づくりに
よりオフセットするなど実例
を交えて普及啓発しています。

（宇部市）

〈植樹祭の様子〉

新エネルギーの導入促進

出雲市は海、山、川、湖、
平野など多彩な地勢を有する
人口約17.6万人のまちです。
本市は、豊かな自然を活かし
た新エネルギーの導入に力を
入れており、中でも市内2箇所
の風力発電所は、合計出力が
79,700kW、年間約1.4億kWhを
発電し8.6万トンのCO2排出量
を削減しています。

（出雲市）

〈キララトゥーリマキ
風力発電所〉

エネルギーを適正利用できる低炭素社会への転換

市民、事業者、行政をはじ
めとするあらゆる主体が低炭
素行動様式への転換の促進を
めざし、「吹田市地球温暖化
対策新実行計画」で示した７
つの基本原則（節エネ�省エ
ネ�低炭素エネルギー�各主
体の責務�吹田らしさ�将来
への継続性�参画協働）に基
づき具体的な取組を進める。

（吹田市）

〈７つの基本原則〉

環境循環都市の実現

京丹後市では、地域に最適な
再生可能エネルギーの導入と資
源の循環を進めています。
京丹後市エコエネルギーセン

ター（バイオガス発電施設）を
核として、食品残渣からの発電
とメタン発酵消化液を液肥とし
て利用する循環型農業を推進す
るとともに、自然資源である
「うみかぜ」を活用した小型風
力発電の普及に努めています。

（京丹後市）

〈エコエネルギーセンター〉

市民と力を合わせ「コラボメガソーラー」のまちに

枚方市では、より広く太陽
光発電の普及を図るため、住
宅用太陽光発電システム設置
費用の一部を補助します。
平成23年11月から平成26年

度末までに、1,600件の補助を
行うことで、全体で1,000kWの
メガソーラー10基分に相当す
る発電量となる「コラボメガ
ソーラー」の実現を市民の力
で目指します。

（枚方市）

〈コラボメガソーラー
（イメージ）〉

市民共同発電のすすめ

岡山市では、太陽光の恵ま
れた地域特性を活かし、市民、
事業者等との連携により、市
域全体を「ソーラー発電所」
と位置づけ、太陽光発電シス
テムの導入を推進しています。
市民共同発電事業はNPO法人

が市民等からの寄付等を基に、
市有施設へ太陽光パネルを設
置し、成果を活用した普及啓
発、環境教育を行うものです。

〈福渡おひさま発電所
点灯式後の様子〉

（岡山市）

太陽エネルギーを活かしたまちづくり

倉敷市では、恵まれた日
照条件を活かして太陽光発
電システムの導入補助や市
有施設への率先導入を進め
ています。また、国内クレ
ジット制度を活用し、市民
が太陽光発電で削減したCO2
排出分をとりまとめて市内
事業者と取引し、得た収入
を市内の環境保全活動につ
なげる、低炭素型まちづく
りに取り組んでいます。

（倉敷市）

＜国内クレジット制度の取組＞

太陽光発電
システム
設置家庭

国内クレジット
（ＣＯ2削減量）

地
域
の
大
企
業
等

代金

倉敷市
環境保全基金

寄附

地域の環境保全活動に活用
（例：環境学習、環境イベントなど）

くらしきサンサン
倶楽部（運営・
管理＝倉敷市）

市へ年1回の
定期報告

加
入

倉敷市倉敷市

補
助



北九州市長
北橋 健治

アイランドシティ・CO2ゼロ街区の形成

福岡市アイランドシティに
おいて、モデル地区「CO2ゼロ
街区」（約６ha、戸建住宅約
180戸）を形成し、創エネ（太
陽光発電･家庭用燃料電池）や
省エネの最新技術を集中的に
導入。街区全体でCO2排出量を
ゼロに。各戸及び街区全体で
のエネルギー消費量及びCO2排
出量を計測し「見える化」。

（福岡市）

〈CO2ゼロ街区完成イメージ〉

ＥＣＯ商店街の形成（こうちエコ・ニコ商店街）

環境に優しい「ECO商店街」
の形成をめざし、平成22年10
月から「こうちエコ�ニコ商
店街認定制度」をスタートし
ました。第１号として認定し
た大橋通り商店街には、「土
佐から始まる環境民権運動」
のぼり旗や、各店舗のECO活動
をPRするボードを設置してい
ます。

（高知市）

〈のぼり旗〉

〈PR用ボード〉

水・緑を活用した低炭素都市づくり

熊本市は、九州の中央に位
置する人口約73万人の都市で、
「日本一の地下水都市」「森
の都」と謳われるほど、豊か
な水と緑に恵まれた暮らしや
すいまちです。
熊本市では、水や緑などの

地域特性を活かした温暖化対
策を推進することで、政令指
定都市に相応しい低炭素都市
くまもとの実現を目指します。

（熊本市）

〈水の都・森の都イメージ〉

森林整備でカーボン・オフセット

小国町は総面積13,700ha、
その78％が森林で、豊かな緑と
清らかな水そして雄大な山々に
囲まれた町である。平均気温は
13℃で年間降雨量2,500mmと多
く地質と合わせて「小国杉」の
育成に適した条件となっている。
森林を適正な時期に適切な間伐
を進めることで林業の持続可能
性を維持�強化した、環境活動
を行っている。

（熊本県小国町）

〈小国町全景〉

温ＤＯＷＮ化ファミリー大作戦

本市では家庭での省エネを
推進するため、カレンダーを
作成。カレンダーの活用によ
りステップ１として電気、ガ
ス、水道の３ヶ月間の使用量
報告とエコファミリー宣言を
募集。さらにステップ２とし
て半年間の光熱水費を報告し
た家族に対してエコファミ
リー認定証及びLED電球を環境
フェアにて交付しています。

〈カレンダー〉

（那覇市）
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道 府 県

次世代エネルギーインフラの普及

岐阜県では、太陽光発電や
燃料電池など、複数のエネル
ギー資源や新たなエネルギー
技術の「ベストミックス」に
よるモデルとして「次世代エ
ネルギーインフラ」を提示し、
その普及促進を行っています。
これまで、公共�商業施設、

家庭、都市、中山間地の５つ
のモデルを運用し、県民の皆
様に体験いただいています。

（岐阜県）

〈次世代エネルギーインフラ〉
ＧＲＥＥＮＹ岐阜（家庭モデル）

事業所及び住宅における低炭素化の推進

千葉県では、県内の中小企
業等や県民の方が太陽光発電
システムなどを導入する際に
補助を実施し、省エネルギー
化及び低炭素化の推進に取り
組んでいます。
平成23年度は、中小企業等

約50社、住宅約1,700戸に補助
を実施する見込みです。

〈太陽光発電システム〉

（千葉県）

新潟県カーボン・オフセット制度の普及

新潟県では、温暖化対策と
して、経済メカニズムを活用
した「新潟県カーボン･オフ
セット制度」を推進していま
す。森林整備によるCO2吸収量
を県が認証し、オフセット･ク
レジットを発行します。この
クレジットは全国の企業から
様々なカーボン･オフセットの
取組に活用され、その資金が
森林整備に活用されています。

（新潟県）

〈シンボルマーク〉

森林が整備されて
CO2を吸収します

二酸化炭素排出
（カーボン）

資金提供
（オフセット）

目標設定型排出量取引制度

県が目標を設定し、事業者
の計画的なCO2排出量の削減を
促進する制度で、平成23年度
に開始。
目標を達成できない事業者

は他者や中小事業所の削減量、
再生可能エネルギーの環境価
値等を購入。この制度を柱と
して県全体の温室効果ガスを
2020年に2005年比25％削減す
ることを目指す。

（埼玉県）

〈排出量取引イメージ〉

あおもり環境金融プロジェクト

青森県は、地域の金融機関
との連携による低炭素社会づ
くりを目的とする「あおもり
環境金融プロジェクト」を展
開することとし、平成23年11
月、地元の５つの金融機関と
の間で協定を締結ました。
今後は本協定に基づき、金

融サポートの検討、普及啓発
活動等、連携�協働した取組
を進めていきます。

〈協定締結式の様子〉

（青森県）

「みやぎ環境税」で喫緊の環境課題に対応

「みやぎ環境税」は、宮城
の豊かな環境を適切に保全し、
次の世代へ引き継いでいくた
めに、喫緊の環境問題に対応
する施策に充当する財源とし
て、平成23年4月から導入しま
した。
「みやぎ環境税」を活用す

る今後５年間の事業内容は、
「みやぎグリーン戦略プラ
ン」に取りまとめております。

（宮城県）

いしかわ版環境ＩＳＯの推進

石川県では、環境マネジメ
ントシステムの入門編として、
いしかわ版環境ISO事業を推
進し、温室効果ガス削減に取
り組んでいます。
県民総ぐるみで環境保全活

動に取り組めるよう、家庭版、
学校版、地域版、事業者版の
４つのいしかわ版環境ISOの
認定�登録制度を設けていま
す。

（石川県）

〈４つのいしかわ版環境ISO〉

②学校版（H14～）

161校認定

生徒・教職員への

普及促進

③地域版（Ｈ１６～）

63地域認定

公民館や町内会、

商店街等への普及

促進

①家庭版（H16～）

8,452家庭登録

家庭への普及促進

④事業者版（H19～）

557事業所登録

中小企業等への

普及促進

（認定・登録数はH23.９現在）
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企業連携によるＣＯ２排出量削減取組

四日市市の霞地区に立地する
企業21社と四日市港管理組合に
よる霞ヶ浦地区環境行動推進協
議会（通称：KIEP’S）を設立し、
モビリティ�マネジメントを活
用したエコ通勤や共同バスの運
行、ライトダウンの取組を行っ
ています。また、朝日町の企業
６社と町が、朝日町企業エコ
ネット（通称：AKE7)を設立し、
エコ通勤等に取り組んでいます。

（三重県）

〈エコ通勤実施風景〉

低炭素社会実現に向けた行程表づくり

低炭素社会実現のためには、
様々な取組を中�長期的に実
施することが必要です。
効率的�効果的に実施する

ためには、どのような取組を
いつ頃、どれだけの規模で実
施する必要があるのか、その
道筋を関係する主体間で共有
することが有効であることか
ら、「低炭素社会実現のため
の行程表」を作成しました。

（滋賀県）

晴れの国の新エネルギー

「晴れの国」といわれる岡
山県では、平成23年３月に
「おかやま新エネルギービ
ジョン」を策定し、新エネル
ギーの普及拡大を地球温暖化
防止だけでなく、産業振興や
地域活性化に結びつけるよう、
太陽光発電、小水力発電、木
質バイオマスの利活用、電気
自動車の普及と技術開発の重
点４分野に取り組んでいます。

（岡山県）

〈鶴新田浄水場太陽光発電
システム（岡山県企業局）〉

エネルギーシフトの推進

鳥取県では、NPOや地域、企
業などと連携�協働して、全
国をリードする環境実践「と
っとり環境イニシアティブ」
を進めており、その重点施策
の１つとして再生可能エネル
ギーへの「エネルギーシフ
ト」について官民連携による
プラン策定とその推進を行い
ます。

（鳥取県）

〈洋上風力設置イメージ図〉

〈メガソーラー候補地〉

三
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森林吸収クレジットを活用した森林整備の促進

高知県は、県内の市町村が
行う森林経営活動を対象とし
た「高知県オフセットクレ
ジット制度」の創設に努め、
平成22年2月に環境省に認証
されました。
これにより、森林の整備

（間伐）によるCO2吸収の
拡大が期待されます。

〈高知県J-VER制度の取組状況）

（高知県）

登録済のプロジェクト

クレジット認証・発
行済のプロジェクト

申請受理プロジェクト

「太陽光王国 佐賀」を目指して

佐賀県は、住宅用太陽光発電
の普及率が平成22年度まで９年
連続日本一となっています。
新しい時代の転換期にある今、

これまで日本一を支えてきた
県民とともに、これからは住宅
用に加え、メガソーラー、事業
者用太陽光発電等の分散型電源
の設置を加速度的に進め、太陽
光王国�佐賀の実現を目指しま
す。

９年連続№１佐賀県
（住宅用太陽光発電普及率）

（佐賀県）

屋久島ＣＯ２フリーの島づくり

世界自然遺産の島�屋久島
において、ほぼ全ての電力が
水力発電で賄われている地域
特性に着目し、CO2の発生が実
質的に抑制された先進的な地
域づくりを促進する「CO2フ
リーの島づくり」に取り組ん
でいます。公用電気自動車５
台の導入や急速充電器の設置、
電気自動車の導入助成等を
行っています。

（鹿児島県）

〈公用電気自動車〉

ナガサキ・グリーンニューディールの推進

本県が持つ産業�技術拠点や新エネルギー創出を
支える豊かな自然環境を活かしながら、「産業振興、

（長崎県）

雇用創出」と
「社会の低炭
素化�グリー
ン化の実現」
を同時にめざ
しています。

再生可能エネルギーの利活用 省エネ技術の導入

環境保全型産業の振興 社会システムの構築

本県発となる新たな次世代の「社会システムの構築」につなげる。

ナガサキ・グリーンニューディール（4つの柱）
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関係政府機関等

持続可能な都市推進に関する政策的研究

持続可能な都市発展に関す
る研究を分野横断的に行い、
廃棄物管理、汚染規制、交通
などの都市の重要課題を扱っ
ています。地方自治体や中央
政府、ASEAN等との強い連携に
より都市型発展に向けた研究
を進め、また、都市間連携を
促すネットワークの運営と機
能の向上に取り組んでいます。

（財団法人 地球環境戦略研究機関 北九州アーバンセンター ）

〈ﾈｯﾄﾜｰｸによるｱｼﾞｱ都市間連携
強化と低炭素施策の移転促進〉

ＣＡＳＢＥＥ都市の開発

CASBEE都市は、都市の環境性
能を環境、社会、経済の観点か
ら総合的に評価するシステムで
す。都市全体の環境の質や活動
の豊かさの側面と、都市活動に
伴う温室効果ガスの排出量の側
面を評価対象とし、現在～将来
に渡る自治体の環境施策の取組
を加味することで、環境施策の
効果を具体的に把握することが
できます。

（財団法人 建築環境・省エネルギー機構）

〈CASBEE都市 評価マニュアル〉

低炭素・省エネルギー型都市の実現

エネルギー関連の先進技術
を取り入れた都市整備やエネ
ルギーの面的利用推進を目的
として、各種の調査研究をは
じめ、技術研修会、シンポジ
ウム、まちづくり情報交換会
（自治体支援活動）等の開催
を通じて、低炭素�省エネル
ギー型都市の実現に向けて、
積極的に取り組んでいます。

（社団法人 都市環境エネルギー協会）

〈22年度 技術研修会〉

産業技術総合研究所では、
新エネルギーとして、つくば
を始め、東北、臨海副都心、
中部、関西、中国、四国、九
州の各研究拠点に太陽光発電
設備を導入している。2010年
度の太陽光発電量は1,233千
kWhで、一般家庭343世帯の年
間電力使用量に相当し、599ト
ンのCO2排出削減となった。

太陽光発電システムの利用

（独立行政法人 産業技術総合研究所）

〈太陽光パネル〉

低炭素都市づくり

当機構は、アーバン�イン
フラとテクノロジーの開発を
行っている企業と自治体等が
加入するUIT推進会議を通じて
「低炭素都市づくりガイドラ
イン」を活用したまちづくり
の事業活動を行っています。
また、今年度は、地中熱ヒー
トポンプを活用した低炭素都
市づくり研究会を自主研究に
より行っています。

（財団法人 都市みらい推進機構）

〈調査研究報告の様子〉

低炭素社会実現に向けた新たな都市農村交流の推進

都市農山漁村交流活性化機構
は、農山漁村での自然体験、農
林漁業体験、田舎暮らし等のグ
リーン�ツーリズムにより、都
市生活者のライフスタイル実現
と農山漁村活性化を推進してい
ます。
カーボンオフセット等の新た

な都市農山村連携の情報収集�
提供を通じて、低炭素社会の実
現に向けて推進していきます。

（財団法人 都市農山漁村交流活性化機構）

〈棚田の田植え体験〉
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民 間 団 体

小規模スマートグリッドの構築

風力、水力、太陽光発電の
再生可能エネルギーで、小規
模事務所などの施設の電力を
賄う小規模スマートグリッド
システム「ナチュエネ」の実
証実験を当社豊橋製作所内で
実施しています。
創エネのみならず、負荷制

御機能、蓄電池により、省エ
ネにも貢献するシステムの構
築を目指します。

（シンフォニアテクノロジー株式会社）

見える化コンテンツ構築

弊社は、消費電力の見える
化を行うコンテンツ企画や作
成を実績として、IT活用の裾
野拡大を推進しています。
データの蓄積�加工、ポー

タルサイト�デジタルサイ
ネージによる一般へのデータ
公開、iPhone�Android等の個
人向けデータ公開等を通じて、
電力有効活用に関する普及啓
発活動に取り組んでいます。

（株式会社インフォメックス）

〈エネルギー見える化〉

電力見える化コミュニティサイト

創エネ見える化コンテンツ

エネルギー見える化グラフ

排出権の創出支援とカーボン・オフセットの提供

エコノスは排出権の創出か
ら、カーボン�オフセット�
サービスの提供まで「川上か
ら川下まで」を広くサポート
しているオフセット�プロバ
イダーです。J-VER、国内クレ
ジットの創出実績があります。
また、スイスのプロバイ

ダーであるmyclimateと提携し、
事業展開しています。

（株式会社エコノス）

〈クレジット創出・カーボン・
オフセット提供手順〉

実験集合住宅「ＮＥＸＴ２１」

大阪ガスの居住型実験集合
住宅「NEXT21」では、次世代
燃料電池等の先進システムや
電力�熱の住棟内融通といっ
た集合住宅の特性を活かした
高効率システムとともに、近
未来のライフスタイルについ
て、実際に居住しながら実
験�検証を行い、次世代に引
き継げる持続可能な住宅�エ
ネルギーを追求しています。

（大阪ガス株式会社）

（ＮＥＸＴ２１）

ポイントを活用した環境政策

（株式会社ジェーシービー）

ジェーシービーでは、このポ
イントプログラムの運営を通じ
て企業や自治体のみなさまの環
境貢献活動を応援していきます。
エコ�アクション�ポイント公
式サイト（http://eco-ap.jp/）

環境省が平成20年度から推進する、環境貢献につなが
る幅広い商品�サービスの購入�利用や行動等に対して
ポイントを付与する他、削減したCO2量が見える
「エコ�アクション�ポイント」

取組を持続可能にするシステムツールの構築

1983年、弊社は最先端のソフト
ウェア開発企業として誕生しました。
携帯電話やデジタル家電、金融ATM、
航空�鉄道システムなど数々のプロ
ジェクトを支え社会の利便性�安全
性に貢献して参りました。
上記経験を生かし、低炭素社会実

現に向けた取組みを持続可能なもの
にするための、様々な仕組み作りに
貢献いたします。

（株式会社スーパーソフトウエア）

環境配慮型住宅「グリーンファースト」の推進

「快適性」「経済性」「環境配
慮」を同時に実現する環境配慮
型住宅「グリーンファースト」
を推進。戸建住宅において2010
年度実績で1990年比49.4％のCO2
排出量削減を実現しました。
省エネに加えPVやFCなどの創

エネ設備を採用した「グリーン
ファースト」の契約棟数は新築
戸建住宅の７割以上を占めます。

（積水ハウス株式会社）

（お客様の３つのメリット）
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EV・PHV向け充電インフラネットワークの構築

電気自動車（EV）�プラグ
インハイブリッド車（PHV）の
普及には、充電インフラの整
備が不可欠です。
日本ユニシスでは、ICTを活

用することによって充電スタ
ンドの利用者認証や課金�決
済サービスを提供し、EV�PHV
ユーザーに利便性の高い充電
インフラネットワークの構築
を進めています。

（日本ユニシス株式会社）

〈充電インフラネットワーク〉

スマートエネルギーネットワークの構築

東京ガスは、熱と電気の
ネットワークを情報通信技術
（ICT）を活用して、建物間や
地域間で面的に最適利用する
スマートエネルギーネット
ワーク（SEN）の構築、普及推
進に取り組んでいます。
荒川区の千住サイトにてSEN

の実証事業を行っており、約
３割のCO2削減を見込んでいま
す。

（東京ガス株式会社）

〈SENが目指すもの〉

ゼロ・カーボン建築に向けた取組

〈CO2排出量▲52％を
実現した大成札幌ビル〉

（大成建設株式会社）
大成建設は、2020年までに、

ゼロ�カーボン建築の実現を目
指しています。既に2009年時点
で大成札幌ビルにおいて、CO2
排出量の半減を実現（省エネ法
基準比）。今後は新開発した空
調�照明の制御技術に加え、ス
マートグリッド対応技術等に力
を入れ、更なる建物の省エネ�
低炭素化を推進していきます。

スマートハウス商品化「スマ・エコ オリジナル」

国内初となるリチウムイオ
ン蓄電池搭載住宅展示場での
実証実験で得られたノウハウ
を活かし、当社商品xevoに太
陽光発電とリチウムイオン蓄
電池、業界初となる蓄電池制
御が可能な独自開発HEMSを組
み合わせた「スマ�エコ オリ
ジナル」を発売しました。一
般的な住宅と比べCO2排出量を
約70％削減できます。

〈スマ・エコ オリジナル〉

（大和ハウス工業株式会社）

Ｄ－ＨＥＭＳ太陽光発電システム

外張断熱通気外壁 家庭用リチウムイオン蓄電池

塗料の力で夏涼しく冬温かい 多機能塗料 キルコート

当社は地球にやさしい水性
塗料「キルコート」を普及さ
せる事で、低炭素社会の実現
に貢献します。
キルコートは微細な中空

ビーズをブレンドした水性塗
料で、中空ビーズの断熱効果
で夏の建物内の温度上昇を抑
制し、冬は暖房費の削減とな
り、１年を通じて省エネへ寄
与する塗料です。

（日発販売株式会社）

〈夏も冬も快適環境〉

地方、都市、日本が共に豊かな地域へ

低炭素社会の構築に向け、
環境エネルギー面から地域発
信型事業の支援を行っていま
す。
具体的には、温暖化対策、

再生可能エネルギー導入など
個別事業の調査�計画�設
計�監理や、地域環境エネル
ギープロジェクトの事業化及
び運営支援などを行っていま
す。

（パシフィックコンサルタンツ株式会社）

〈低炭素社会の構築イメージ〉

地方部

©PACIFIC CONSULTANTS

都市部
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北九州市長
北橋 健治

都市・地域の低炭素化施策推進ＷＧ

○コーディネーター
北九州市

○参加団体
41団体（市区町村：22、都道府県：３、関係省庁：４、政府関係機関：８、民間団体：４）

○設置目的
都市単位、地域単位で低炭素化を進めるため、その実現に必要な都市基盤や施設、住民等の協力とそれ

を支える仕組みや、その評価手法の構築が必要である。
このため、同様の課題認識を持つ市区町村等が協同し、低炭素都市の実現に向けたこれらの課題につい

て研究を進める。

○活動実績と今後の展開
（活動状況）

� 平成21年度に設置。会合を平成21年度に３回、平成22年度に４回開催（平成22年度にて活動終了）。
（活動内容）

� 低炭素型モデル街区�地域の実現に関すること
低炭素型のまちづくり、住まいづくりに向けた取組について、取組事例の効果�課題の検証や情

報交換を行うとともに、それらを整理して事業例集を作成した。
� 都市の環境性能評価手法の検討に関すること

開発が進められていた都市の環境性能評価ツール（CASBEE都市）について、データ提供、改善提
案、ケーススタディ等を行い、それに基づきツールの改善に向けた検討が進められた。

� 低炭素都市づくりガイドラインの作成に関すること
国が策定を進めていた「低炭素都市づくりガイドライン」の取りまとめにあたり、ケーススタディ

等を行った。
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グリーン・エコノミーＷＧ

○コーディネーター
横浜市

○参加団体
75団体（市区町村：36、都道府県：７、関係省庁：６、政府関係機関：５、民間団体：21）

○設置目的
低炭素社会のまちづくりを持続的に実施するためには、温暖化対策と地域活性化とを両立させることが

必要である。本ＷＧは、環境モデル都市を始めとする協議会加入自治体等が、新たなビジネスモデルの確
立や地域内外の様々な主体の連携等により、低炭素化のための事業の推進、仕組みの創出を通じた地域活
性化のモデルを作り、それを普及させることを目的とする。

○活動実績と今後の展開
（活動状況）

� 平成21年度に設置。会合を毎年度４回程度開催。
[開催地] 平成21年度：横浜市、京都市、檮原町、下川町 ※横浜市で２回開催

平成22年度：横浜市、富山市、堺市、京都市
平成23年度：横浜市、飯田市 ※年度内にあと２回開催予定

（活動内容）
� グリーンエコノミーの創出事例集の作成。
� メンバーによる優れた取組を共有するとともに、都市と農山村、民間企業との連携による地域活性化

のモデル作りについて意見交換等を実施。今後もメンバーによるモデル事業の創出を行う。

平成23年度第１回グリーン・エコノミーＷＧ
（平成23年７月１日開催）の視察風景
観環居（横浜市みなとみらい）にて

平成21年度第１回グリーン・エコノミーＷＧ
（平成21年５月29日開催）の会議風景

横浜市研修センターにて

平成22年度第３回グリーン・エコノミーＷＧ
（平成22年11月25日開催）の会議風景

堺市産業振興センターにて

平成23年度第２回グリーン・エコノミーＷＧ
（平成23年９月30日開催）の視察風景

メガソーラーいいだ（長野県飯田市）にて



低炭素都市づくりの課題共有・解決策検討ＷＧ

○コーディネーター
パシフィックコンサルタンツ株式会社

○参加団体
44団体（市区町村：21、道府県：５、関係省庁：４、政府関係機関：５、民間団体：９）

○設置目的
低炭素都市づくりの具体的な取組が進む中で、制度面、技術面、資金面など様々な課題�障壁が生じて

いる。また、これらの課題�障壁や解決策について、低炭素都市推進協議会構成員内での情報整理、共有、
交換が十分ではなく、全体として更なる円滑な取組の推進や関係機関への要望�提言につながっていない
面がある。

このため、本ＷＧでは、先進的な取組みを進めてきた地方公共団体等が直面しているこれらの課題�障
壁を整理した上で、メンバー内の情報交換を活性化させ、その解決策を検討する。

○活動実績と今後の展開
（活動状況）

� 平成23年度に設置。年度中に会合を３回開催。
（活動内容）

� 低炭素都市づくりに関する課題�障壁の抽出と共有化
これまで各自治体で実施されてきた低炭素都市づくりに係る制度面、技術面、資金面、その他の課題
�障壁について実際に取り組んできたメンバーからの情報を元に抽出�整理し、共有する。

� 解決策に係るノウハウ、意見の整理と共有化
課題�障壁に関する解決策やその方向性に関する意見を整理するとともに、現場の実務者に情報提供
するためのハウツーレポートとして取りまとめる。

平成23年度第１回低炭素都市づくりの課題共有・解決策検討ＷＧ（平成23年７月29日）の会議風景
都市センターホテル（東京都）にて
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温室効果ガス排出量等の早期算定手法統一基準検討ＷＧ

全国展開型ベストプラクティス普及促進ＷＧ

○コーディネーター
内閣官房地域活性化統合事務局

○参加団体
26団体
（市区町村：14、道府県：３、関係省庁：４、

政府関係機関：２、民間団体：３）

○設置目的
低炭素都市推進協議会メンバーによる優れた

事例（ベストプラクティス）のうち、全国展開が
可能と考えられるものについて、実際に取り組ん
だメンバーからの学びや発見された課題の共有等
により、他の自治体へ波及させる。

○活動実績と今後の展開
（活動状況）

� 平成22年度に設置。年度内に会合を３回開催。
（※平成22年度にて活動終了）

（活動内容）
� 協議会構成員による優れた取組(ベストプラ

クティス)を他の自治体等に普及展開を図る
ため、全国展開が可能と考えられる事例に
ついて、事例の共有、意見交換等を行った。

低炭素都市推進国際会議in京都（平成23年２月11日）での
「低炭素都市ベストプラクティス」表彰式の様子

国立京都国際会館（京都府）にて

○コーディネーター
内閣官房地域活性化統合事務局

○参加団体
34団体
（市区町村：17、道府県：1、関係省庁：４、

政府関係機関：4、民間団体：8）

○設置目的
温室効果ガス排出量�吸収量の早期算定に必要

なデータ収集方法や算定手法の情報共有�温室効
果ガス削減量の定量化が容易でない取組の算定手
法の検討を行い、環境モデル都市における温室効
果ガス排出量等の算定に向け、統一した基準を確
立する。

○活動実績と今後の展開
（活動状況）

� 平成23年度に設置。年度中に会合を３回開催。
（活動内容）

� 排出量等の早期算定に関する課題等の共有と
統一基準を検討し、その基準に基づき排出量
等を算定する。

平成23年度第２回
温室効果ガス排出量等の早期算定手法統一基準検討ＷＧ

（平成23年11月９日開催）の会議風景
内閣官房（東京都）にて



お問い合わせ先

内閣官房 地域活性化統合事務局

〒100-0014
東京都千代田区永田町1-11-39

永田町合同庁舎7F
TEL:03(5510)2199 e-mail:g.eco_model@cas.go.jp
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